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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期
決算年月 平成19年４月平成20年４月平成21年４月平成22年４月平成23年４月

売上高 （千円） 14,873,16915,586,9667,665,7136,949,6896,281,066

経常利益又は経常損失（△） （千円） 107,711△16,751△72,908△86,142△154,600

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） 46,139△188,607△136,003△108,055△219,409

持分法を適用した場合の投資利

益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 594,500594,500594,500594,500634,728

発行済株式総数 （株） 31,000 31,000 31,000 31,000 34,090

純資産額 （千円） 1,340,0841,151,4771,015,474907,419768,463

総資産額 （千円） 4,274,4943,111,3082,365,4332,146,3221,849,058

１株当たり純資産額 （円） 43,228.5337,144.4432,757.2429,271.5922,542.21

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額）
（円）

－

(－)

－

(－)　

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額

（△）

（円） 1,488.38△6,084.10△4,387.19△3,485.65△6,781.43

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 31.4 37.0 42.9 42.3 41.6

自己資本利益率 （％） 3.41 △15.14 △12.55 △11.24 △26.18

株価収益率 （倍） 44.01 － － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 30,271 660,911187,933△63,501 36,548

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △139,688△177,332222,111 12,153 229,293

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 37,155△481,120△178,974△120,033△258,900

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 95,991 98,449 329,519158,137165,078

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

96

(284)

89

(287)

68

(208)

71

(185)

81

(179)

　（注）　１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

　４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　５．第20期、第21期、第22期及び第23期は当期純損失のため、株価収益率は記載しておりません。

　６．配当を実施していないため、配当性向は記載しておりません。

　７．従業員数の（　）書きは、臨時従業員数の年間平均人員を外書で記載しております。
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２【沿革】
年月 事項

昭和63年６月 ・電話回線の利用権および通信機器のレンタルを目的として「日本テレホン株式会社」を設立

・電話加入権および電話機レンタル事業を開始

・日本電信電話株式会社と販売パートナー契約を締結

昭和63年11月・三井物産株式会社との業務委託契約により、関西テレメッセージ株式会社の無線呼出サービス（ポ

ケットベル）の代理店業務開始、以後各地域別に代理店事業を開始

平成２年６月 ・首都圏への本格進出に伴い東京支店（現　東京本社）を開設

・三井物産株式会社との業務委託契約により、日本移動通信株式会社の移動体通信機器および付帯

サービスの取扱を開始し、以後順次各第一種電気通信事業者の取扱契約を締結

・携帯電話レンタル事業および市外電話サービスの取次事業を開始

平成５年２月 ・電話加入権販売事業を開始

平成５年８月 ・株式会社ツーカーホン関西と代理店基本業務委託契約を締結

平成５年９月 ・本社を大阪市北区芝田から大阪市北区梅田に移転

平成６年４月 ・携帯電話機器の売切り制導入に伴い、携帯電話販売事業を開始

平成７年12月 ・一般第二種電気通信事業者　届出、簡易型携帯電話（ＰＨＳ）販売事業を開始

平成10年12月・古物商許可取得

平成11年４月 ・通信費削減ユニット「サイバーポート」を商標登録

平成13年３月 ・固定通信サービスの申込が出来るＷＥＢサイト「電話引くドットコム」を開設

平成15年２月 ・情報通信ショップ（「ｅ‐ＢｏｏｏＭショップ」）の展開を開始

平成15年５月 ・本社を大阪市北区豊崎３丁目19番３号　ピアスタワー15階に移転

・東京支社を東京本社に変更し、首都圏、関西圏において二本社制とする

平成17年２月 ・東京本社を東京都渋谷区代々木から東京都新宿区西新宿３丁目２番４号　新和ビル２階に移転

平成17年４月 ・ジャスダック証券取引所（現　大阪証券取引所）に株式を上場

平成17年12月・（財）日本情報処理開発協会によるプライバシーマークの取得審査に合格し、同マークの使用認定

を受ける（認定番号：第Ａ５８００１２（０１)号）

平成19年12月・プライバシーマーク更新審査に合格、引き続き同マークの使用認定を受ける

（認定番号：第２１００００８４（０２）号）

平成20年８月 ・本社を大阪市北区天満橋1丁目8番30号 ＯＡＰタワー 9階に移転

平成20年11月・従来からの移動体通信端末機器の販売に加え、新たな分野と商材開発への取組みとして、中古携帯電

話機「エコたん」の販売と買取を開始

平成21年12月・プライバシーマークの更新審査に合格し、同マークの継続使用認定を受ける

（認定番号：第２１００００８４（０３）号）

平成22年７月 ・中古携帯電話機「エコたん」の取扱いに関するフランチャイズ加盟店の募集を開始

平成22年10月・既存の情報通信ショップ「ｅ－ＢｏｏｏＭ」の3店舗において、店内併設の専門ショップとして

「イー・モバイル」キャリアシッョプを開設

平成22年11月・株式会社 光通信との間において、資本・業務提携に関する基本契約を締結し、同社を割当先とする

第三者割当増資を実施、資本金 5億9450万円から6億3472万円となる

平成23年４月 ・情報通信ショップ「ｅ－ＢｏｏｏＭ」の再編成により店舗数を13店舗に集約すると共に、専門

ショップの再編成を行い15店舗に集約

・中古携帯電話機を専門に取扱う「エコたん」専門店3店舗を新たに出店し、全店舗を合わせ31店舗体

制となる

　（注）１．平成16年４月１日の電気通信事業法改正に伴い、電気通信事業者に対する第一種、第二種の区分は廃止されて
おります。

２．電話機レンタル、無線呼出サービス（ポケットベル）の代理店業務、および市外電話サービスの取次に関す
る事業は、現在行っておりません。

３．情報通信ショップ（「ｅ-ＢｏｏｏＭショップ」）とは、全ての移動体通信事業者の商品と電話加入権の販
売を始めとする固定通信サービスの取扱い、並びに中古携帯電話機の販売と買取を行う店舗であります。

４．専門ショップには、「docomo、au、soft-bank、WILLCOM」の４つの移動体通信事業者ブランドによる独立した
店舗の他、情報通信ショップ内に「イー・モバイル」のキャリアショップを併設した店舗があります。

５．「エコたん」とは、２次利用で環境にやさしい「エコロジー端末（たんまつ）」、安価で経済的な「エコノ
ミー端末（たんまつ）」の意味合いを持った造語であり、当社独自の商標であります。
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３【事業の内容】

当社の事業は、情報通信関連事業の単一セグメントでありますが、事業の内容につきましては、事業の部門別に

記載しております。

当社の事業内容は、携帯電話等の移動体通信端末機器の販売を中心とする移動体通信関連事業および電話加入

権等の固定電話サービスの取扱いを中心とする固定通信関連事業の他、中古携帯電話機の取扱いを行うリユース

事業等のその他の事業となっております。

(1) 移動体通信関連事業

当事業は、大きく分けて移動体通信サービスの利用申込取次業務と移動体通信端末機器販売業務の２つから成

り立っております。

移動体通信サービスの利用申込取次業務とは、当社と移動体通信事業者、または１次代理店との間においてと締

結された代理店契約に基づき、消費者からの各移動体通信事業者に対する通信サービスへの利用申込を取次ぐ業

務であり、一方、移動体通信端末機器販売業務とは、消費者が利用申込みを行った通信サービスの提供を受けるた

め、当該事業者から提供される移動体通信端末機器を消費者に販売する業務のことをいいます。

当社は、移動体通信事業者、または１次代理店から移動体通信端末機器を仕入れ、消費者が利用申込みを行った

移動体通信事業者への同サービスの利用申込みの取次ぎを行うと同時に、消費者には移動体通信端末機器の販売

を行っており、消費者からは移動体通信端末機器の代金を、移動体通信事業者等からは、取次いだ利用申込の成立

に応じて販売手数料等を収受しております。

また、移動体通信端末機器の販売チャネルといたしましては、当社が直接運営を行う直営店での販売が主な販路

であり、不特定多数の消費者に同サービスの取次ぎを行うと共に、移動体通信端末機器の販売を行っており、直営

店には複数の移動体通信事業者の商品およびサービスを取扱う「情報通信ショップ」と、特定の移動体通信事業

者の商品およびサービスを取扱う「専門ショップ」の二種類に分類され、専門ショップにおいては、特定の移動体

通信事業者の顧客に対するアフターサービス等の業務を行っております。

なお、当事業におきましては、消費者に対して仕入価格を下回る販売価格で移動体通信端末機器を販売する場合

がありますが、当社が取次ぐ利用申込の成立に応じて受取る販売手数料等を原資として、仕入価格を下回る販売を

行った場合でも利益を確保することが可能な仕組みとなっております。

［移動体通信端末の流通ルート］

 ［販売手数料等の種類］
種   類 内   容

基本手数料 端末販売台数等に応じて受取る手数料

 基本インセンティブ 機種にかかわらず、端末を販売するごとに受取る手数料

数量インセンティブ 販売台数に応じて基本インセンティブに加算される手数料

特別インセンティブ
機種別や店舗別に設定された目標販売台数をクリアすること等、上記インセンティブに該当しな

い要因で受取る手数料

継続手数料
自社経由で販売された端末ユーザーが携帯電話事業者に支払う基本料金および通話料に応じて

受取る手数料

（注）その他、アフターサービスに対する手数料等があります。
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移動体通信関連事業における事業系統図は、次のとおりです。 
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(2) 固定通信関連事業

当事業は、電話加入権が不要になった不特定多数の消費者から電話加入権を買取り、これを必要とする消費者に

廉価で販売する事業であります。

販売に関しましては、当社直営のインターネットを利用した通信販売サイトだけでなく、家電量販店等と申込取

次契約等を締結し全都道府県にわたる販売網を構築しております。

電話加入権があれば電話回線はＮＴＴのサービス地域なら全国どこでも設置でき、中古回線といえども権利を

譲渡するだけですので商品が劣化する恐れはありません。不要になった電話加入権を売りたい人、必要になった電

話加入権を買いたい人が、「便利に、円滑に、安全に」取引きできる仕組みを確立しております。

また、ＮＴＴ地域会社（東日本電信電話株式会社および西日本電信電話株式会社）、ＮＴＴコミュニケーション

ズ株式会社、およびＮＣＣ系固定通信事業者（注1）等の電気通信事業者と代理店契約等を締結しており、電話加

入権を販売する際にお客様から付加サービス（キャッチホン、ナンバーディスプレイ、マイライン登録）や、ＤＳ

Ｌ（注2）等の取次を行うことにより、取次手数料を得ることができる仕組みとなっております。

最近におきましては、ＦＴＴＨ（注3）、直収電話サービス（注4）等の電話加入権料（施設設置負担金）を不要

とする固定通信サービスが増加しており、これらの新しい固定通信サービスを提供する固定通信事業者と代理店

契約等を締結することで、当該固定通信サービス申込の取次を行うことにより、前述と同様に取次手数料を得るこ

とができる仕組みとなっております。

(注)１．ＮＣＣ系固定通信事業者とは、1985年 4月に電気通信事業が自由化されて以降、新しく第一種電気通信事業に参入した事業者をい

います。

２．ＤＳＬとは、「Digital Subscriber Line」の略で、電話線を使って高速なデジタルデータ通信を行う技術をいいます。

３．ＦＴＴＨとは、「Fiber To The Home」の略で、各家庭に光ファイバーを直接引き込み、高速の通信環境を提供するサービスをいい

ます。

４．直収電話サービスとは、ＮＣＣ系固定通信事業者がＮＴＴ地域会社から電話の加入者線設備自体を借受け、基本料金を含む全ての

電話サービスをＮＣＣ系固定通信事業者にて提供するサービスをいいます。

固定通信関連事業における事業系統図は、次のとおりです。 
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(3) その他の事業

その他事業の内、リユース事業は、携帯電話機やＰＨＳ等、これら移動体通信端末機器が不要になった不特定多

数の消費者や法人企業から移動体通信端末機器を買取り、再利用ができるものは、データの消去処理や外装のク

リーニング等の処理を施した後、中古携帯電話機「エコたん」ブランドにて、これを必要とする消費者に廉価で販

売する事業であります。

販売に関しましては、インターネットを利用した自社保有の中古携帯電話機のみを取扱う「イーブーム.WEB

（http://www.e-booom.com）」サイトの運営や、自社およびフランチャイズ加盟店向けの中古携帯電話機の専門

サイト「エコたん.jp（http://www.ecotan.jp）」の他、直営専門店やフランチャイズ加盟店において同商品の取

扱いを行っております。

また、当社は、フランチャイズ加盟店に対し、中古携帯電話機「エコたん」の商標利用を始め、中古携帯電話機の

買取り価格に関する情報や、中古携帯電話機の査定方法等について、そのノウハウを提供するに当り、加入時にお

いて加盟店手数料を徴収する他、継続的にフランチャイズ加盟店より月額加盟料を得ることができる仕組みと

なっております。

その他の事業の内、リユース事業における事業系統図は、次のとおりです。
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４【関係会社の状況】

 　該当事項はありません。

５【従業員の状況】

（1）提出会社の状況

平成23年４月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

 81 ( 179 ) 34.3 6.12 4,189,570

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（パート・アルバイト社員、派遣社員）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

 

当社の事業は、情報通信関連事業の単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業

員数を示すと次のとおりであります。　

 平成23年４月30日現在

事業部門別 従業員数（人）

移動体通信関連事業  51 ( 154 )

固定通信関連事業  4 (  13 )

その他の事業  16 (  10 )

管理部門  10 (   2 )

合計  81 ( 179 )

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（パート・アルバイト社員、派遣社員）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．従業員数には、契約社員および嘱託社員を含んでおります。なお、当社から社外への出向者はありません。

 　

（2）労働組合の状況

　当社の労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。　
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績

当事業年度におけるわが国経済は、アジア諸国を中心とする新興国経済の拡大に支えられ、企業収益や個人消

費に回復の兆しが見られたものの、一方では、欧州を始めとする海外景気の先行き不安に伴う急激な円高の進行

やデフレ状況により、厳しい雇用情勢が続いております。

また、平成23年３月11日に発生した東日本大震災は、東北地方並びに関東地方において、甚大な被害をもたらす

と共に、原子力発電所の事故に伴う電力不足等により、経済活動に多大な影響を及ぼすなど、景気の先行きは依然

として不透明な状況にあります。

当社の属する通信業界におきましては、主力である移動体通信関連事業において、当事業年度末における携帯

電話・ＰＨＳ等の移動体通信サービスへの累計加入契約件数は、123,984千件となり、当事業年度における同サー

ビスへの新規加入から解約を差し引いた純増数7,231千件は、前事業年度に比べ 2,873千件（65.9％増）増加し、

市場の成熟化はますます進展してまいりました。（注1）

このような事業環境の中、主力である移動体通信関連事業におきましては、サービスの終了が間近な旧規格の

２Ｇ端末機器から、より高機能な新規格の３Ｇ対応端末機器への買換えや、スマートフォンに代表される高機能

端末機器への機種変更需要の獲得、並びに専門ショップに認められた各種付加サービスへの加入促進に注力しつ

つ、一方では、不採算店舗の閉鎖を始め業績の改善に向けた取組みを実施してまいりました。

しかしながら、スマートフォン等の高機能端末機器の販売は、各通信事業者による新機種の相次ぐ導入により、

消費者の購買意欲は喚起されたものの、当社の情報通信ショップにおいて、端末機器の供給が消費者の需要に満

たない状況にあり、一方、比較的供給量の安定した従来タイプの端末機器においては、買換サイクルの長期化と割

賦販売制度に伴う端末価格の高騰により、消費者ニーズは、高機能で高価格帯の機種からＰＨＳを始めとした比

較的廉価な機種へと需要がシフトすると共に、更に市場競争の激化に伴う値引き施策の拡大も相俟って、収益環

境が悪化する等、移動体通信関連事業全体は厳しい状況で推移いたしました。

固定通信関連事業におきましては、主力商品である「ＡＤＳＬ付き電話加入権」のセット販売は、光ファイ

バーサービス網の社会への普及と共に減少し、同サービスへの加入取次業務では、大手インターネットプロバイ

ダーとの協業を行う等の加入促進を図ってまいりましたが、固定通信関連事業全体では、ＡＤＳＬサービスから

の切り替えが一巡しつつあること等により、低調に推移する結果となりました。

その他の事業のうち、中古携帯電話機「エコたん（注2）」の販売を始めとするリユース事業におきましては、

移動体通信端末機器の高騰と環境や資源リサイクルを始めとした「エコロジー」機運の高まりと共に、販売台数

および売上高共に比較的順調に推移してまいりました。

これを受け、同事業での初めての試みとして、中古携帯電話機等を専門に取扱う「エコたん」専門店を関西圏

に設置し、予てからの課題である中古携帯電話機等の確保に向け、仕入チャネルの強化を図ると共に、フランチャ

イズ加盟店の募集では、フランチャイズ・ショーへ出展を行う等、一般企業への加入促進に向けＰＲ活動を推進

してまいりました。

また、同事業におけるフランチャイズ加盟店の募集につきましては、着実に新規加盟店を増やしてきておりま

すが、平成22年11月５日に株式会社 光通信と資本・業務提携に関する基本契約を締結し、同社並びに同社グルー

プとの初の提携事業として共同で推進をしております中古携帯電話機「エコたん」の販売・買取を始めとする

リユース事業について、同社並びに同社グループにとって、新しい事業分野であると共に、中古品の売買に必須で

ある古物営業法に基づく登録や許可等に時間を要したことや、東日本大震災に伴う周辺地域における相次ぐ地震

の影響により、新規加盟店の開設に遅延が生じる等、当事業年度において提携の効果を全て発揮するには至らな

い状況にありました。

これらの結果、当事業年度における経営成績は、中古携帯電話機「エコたん」の販売を始めとしたリユース事

業は、比較的順調に販売台数、売上高共に増加が見られたものの、主力の移動体通信関連事業および固定通信関連

事業での売上高の低下により、6,281百万円と前事業年度の売上高 6,949百万円に比べ 668百万円、9.6％の減少

となりました。

営業損益につきましては、業績改善の見通しが立て難い情報通信ショップを首都圏４店舗、関西圏２店舗の合

計６店舗を閉店すると共に、両地域における専門ショップ２店舗について、近隣店舗との統合を行う等、運営コス

トの削減に努めてまいりましたが、廉価で収益率の低い端末機器の販売の増加と共に、市場競争の激化に伴う値

引き施策の拡大に伴う販売促進費等の増加により、営業損失 163百万円（前事業年度は89百万円の営業損失）と

なりました。
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また、経常損益につきましては、営業外収益において営業支援金収入等が20百万円あったものの、支払利息等の

営業外費用 12百万円を差し引いた結果、経常損失 154百万円（前事業年度は86百万円の経常損失）となりまし

た。

なお、当期純損益につきましては、前事業年度末に店舗の閉鎖を前提とした原状回復に係る費用および同店舗

の賃貸借契約期間内の未経過地代家賃を特別損失として計上しておりましたが、原状回復費用の低減と、早期に

新しい借主が決定したことに伴う未経過地代家賃の戻入れ等により、特別利益 6百万円を計上したものの、「資

産除去債務に関する会計基準」の適用初年度にかかる資産除去債務費用 17百万円、店舗改装等に伴う什器備品

等の不要固定資産の除却損および店舗閉鎖に伴う賃貸借契約解約損18百万円、並びに減損損失24百万円の合計61

百万円を特別損失に計上したことにより、税金費用等を差し引いた当期純損失は 219百万円（前事業年度は 108

百万円の当期純損失）となりました。

　

（注1）携帯電話およびＰＨＳの累計加入契約者数および純増数は、社団法人電気通信事業者協会のホームページから引用。

（注2）「エコたん」とは、２次利用で環境にやさしい「エコロジー端末（たんまつ）」、安価で経済的な「エコノミー端末（たんま

つ）」の意味合いを持った造語であり、当社独自の商標であります。

当社の事業は、情報通信関連事業の単一セグメントでありますが、業績の状況を事業部門別に記載しております。

（移動体通信関連事業）

当事業年度における移動体通信関連事業におきましては、スマートフォンやデータ通信カード等に代表さ

れる高機能端末機器の販売は、各通信事業者による新機種の相次ぐ導入により、消費者の購買意欲は喚起さ

れたものの、これら端末機器の供給は、複数の通信事業者の端末機器を取扱う情報通信ショップにおいて、消

費者の需要に満たない状況でありました。

また、比較的供給量の安定した従来タイプの端末機器の販売におきましては、買換サイクルの長期化と割

賦販売制度の普及に伴う端末価格の高騰も相俟って、高価格帯の機種から比較的廉価な機種へと需要がシフ

トすると共に、販売競争の激化に伴う値引き施策の拡大により、収益環境は当初の想定を超えた厳しさで推

移いたしました。

このような事業環境の中、当社におきましては、複数の通信事業者の端末機器を取扱う情報通信ショップ

に比べ、商品の供給が安定した専門ショップの強化を図るべく、首都圏において売り場面積と店舗ロケー

ションの改善を目的とした店舗の移転を初め、サービスの終了が間近な旧規格の２Ｇ端末機器から、より高

機能な新規格の３Ｇ対応端末機器への買換えや、スマートフォンに代表される高機能端末機器への機種変更

需要の獲得、並びに専門ショップに認められた各種付加サービスへの加入促進に注力しつつ、一方では、不採

算店舗の閉鎖を始め業績の改善に向けた取組みを実施してまいりました。

しかしながら、従来タイプの端末機器の販売におきましては、比較的廉価な機種へと需要がシフトすると

共に、スマートフォン等の高機能端末機器の商品不足に加え、８店舗の営業拠点の閉鎖等により、売上高は

5,907百万円（販売台数 88,528台）と前事業年度における売上高 6,632百万円（販売台数 97,247台）に比

べ 725百万円（販売台数 8,719台減）減少、率にして 10.9％（販売台数 9.0％減）の減少となりました。

（固定通信関連事業）

当事業年度における固定通信関連事業におきましては、ＦＴＴＨ等の光ファイバーサービスへの加入獲得

は、ＡＤＳＬサービスからの切り替えが一巡しつつあることや、国内景気の低迷に伴う消費マインドの低下

等により、引き続き厳しい状況で推移いたしました。

当社におきましては、ＦＴＴＨ等の光ファイバーサービスへの加入獲得に向け、大手インターネットプロ

バイダーとの協業を行う等、同サービスへの加入促進に努めてまいりました。

この結果、ＦＴＴＨ等の光ファイバーサービスへの加入獲得に伴う売上高は 22百万円（契約数 1,124

件）と前事業年度における売上高 18百万円（契約数 1,143件）に比べ 3百万円、率にして 21.0％の増加と

なりましたが、契約数は前事業年度を僅かに下回り 1.7％の減少となりました。

また、ＡＤＳＬ付き電話加入権のセット販売につきましては、家電量販店を始めとする取次店およびイン

ターネットによるＷＥＢ販売が減少したこと等により、売上高は 55百万円（販売回線数 4,433回線）と前

事業年度における売上高 88百万円（販売回線数 6,659回線）に比べ 33百万円（販売回線数 2,226回線

減）減少、率にして 37.4％（販売回線数 33.4％減）の減少となりました。

この結果、固定通信関連事業全体では、売上高 77百万円と前事業年度における売上高 106百万円に比べ

29百万円、27.4％の減少となりました。
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（その他の事業）

その他の事業の内、中古携帯電話機「エコたん」の販売を始めとするリユース事業におきましては、自社

保有の中古携帯電話機のみを取扱う「イーブーム.WEB（http://www.e-booom.com）」サイトや、自社および

フランチャイズ加盟店向けの中古携帯電話機の専門サイト「エコたん.jp（http://www.ecotan.jp）」の新

設等、インターネット上における販売チャネルの多様化と整備を行いつつ、一方、同事業での初めての試みと

して、中古携帯電話機等を専門に取扱う「エコたん」専門店を関西圏において３店舗設置する等、予てから

の課題である中古携帯電話機等の仕入チャネル確保と新たな販路の開拓を推進してまいりました。

また、一般企業の同事業への加入促進に向け、フランチャイズ・ショーへの出展を行う等、ＰＲ活動に注力

したことにより、同事業におけるフランチャイズ加盟店の募集につきましては、着実に新規加盟店を増やし

てきておりますが、平成22年11月５日に株式会社 光通信と資本・業務提携に関する基本契約を締結し、同社

並びに同社グループとの初の提携事業として共同で推進をしております中古携帯電話機「エコたん」の販

売・買取を始めとするリユース事業につきましては、同社並びに同社グループにとって、新しい事業分野で

あると共に、中古品の売買に必須である古物営業法に基づく登録や許可等に時間を要したことや、東日本大

震災に伴う周辺地域における相次ぐ地震の影響により、新規加盟店の開設に遅延が生じる等、当事業年度に

おいて提携の効果を全て発揮するには至らない状況にありました。

しかしながら、既存のフランチャイズ加盟店への卸売販売や、インターネットを利用した個人顧客へのＷ

ＥＢ販売が奏功し、中古携帯電話機「エコたん」の販売を始めとするリユース事業におきましては、当事業

年度において売上高は 198百万円（販売台数 22,693台）と前事業年度における売上高 106百万円（販売台

数 12,544台）に比べ 92百万円（販売台数 10,149台増）増加、率にして 87.4％（販売台数 80.9％増）の

大幅な増加となりました。

この結果、その他の事業全体では、携帯コンテンツ収入やフランチャイズ加盟店手数料収入等を加え、売上

高は 295百万円と前事業年度における売上高 209百万円に比べ 86百万円、41.0％の増加となりました。

　当社の事業は、情報通信関連事業の単一セグメントでありますが、事業部門別の売上高の内訳は次表のとお

りとなっております。

事業部門別売上高の内訳

なお、事業部門別の売上高３期間の内訳および推移は次表のとおりとなっております。

   平成21年４月期 平成22年４月期 平成23年４月期

   
金　額

（百万円）
構成比(％)

金　額

（百万円）
構成比(％)

金　額

（百万円）
構成比(％)

売上高 7,665 100.0 6,949 100.0 6,281 100.0

　 移動体通信関連事業 7,332 95.6 6,632 95.5 5,907 94.1

　 　 通信機器販売 4,224 55.1 3,479 50.1 2,892 46.1

　 　 受取手数料収入 3,108 40.5 3,152 45.4 3,015 48.0

　 固定通信関連事業 207 2.7 106 1.5 77 1.2

　 　 電話加入権販売 67 0.9 34 0.5 23 0.4

　 　 受取手数料収入 139 1.8 72 1.0 53 0.8

　 その他の事業 125 1.7 209 3.0 295 4.7

　 　 中古携帯電話機販売 18 0.2 106 1.5 198 3.2

　 　 その他の商品売上高 65 0.9 38 0.6 13 0.2

　 　 その他の手数料収入 41 0.6 65 0.9 83 1.3

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（2）キャッシュ・フロー

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ6百万円増加し、165

百万円（前事業年度末の現金及び現金同等物の期末残高は158百万円）となりました。 

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度の営業活動の結果、獲得した資金は36百万円(前事業年度は63百万円の使用)となりました。これ

は主として、仕入債務の増加25百万円、棚卸資産の減少9百万円による収入があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度の投資活動の結果、獲得した資金は229百万円(前事業年度は12百万円の獲得)となりました。こ

れは主として、定期預金の払戻による収入192百万円、差入保証金の回収による収入118百万円が固定資産の取

得による支出50百万円を上回ったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度の財務活動の結果、使用した資金は258百万円(前事業年度は120百万円の使用)となりました。こ

れは主として、社債の償還による支出が420百万円、短期借入金の純増による収入が89百万円、株式の発行によ

る収入が80百万円あったことによるものです。
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２【仕入及び販売の状況】

　当社の事業は、情報通信関連事業の単一セグメントでありますが、仕入及び販売の状況につきましては、事業の部

門別に記載しております。

（1）仕入実績

　当事業年度の仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
第23期

（自　平成22年５月１日
至　平成23年４月30日）

前年同期比（％）

移動体通信関連事業　（千円） 4,630,838 87.2

固定通信関連事業　　（千円） 6,167 51.3

その他の事業　　　　（千円） 160,199 128.4

合　　計　　（千円） 4,797,204 88.0

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（2）販売実績

　当事業年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
第23期

（自　平成22年５月１日
至　平成23年４月30日）

前年同期比（％）

移動体通信関連事業　（千円） 5,907,401 89.1

固定通信関連事業　　（千円） 77,702 72.6

その他の事業　　　　（千円） 295,963 141.0

合　　計　　（千円） 6,281,066 90.4

　（注）１．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりで

あります。

相手先

第22期
（自　平成21年５月１日
至　平成22年４月30日）

第23期
（自　平成22年５月１日
至　平成23年４月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ソフトバンクモバイル株式会社(注1) 2,691,653 38.7 1,469,364 23.4

アイ・ティー・エックス株式会社 1,969,446 28.3 1,445,583 23.0

テレコムサービス株式会社(注2) － － 1,120,114 17.8

株式会社ダイヤモンドテレコム 955,139 13.7 740,243 11.8

（注1） ソフトバンクモバイル株式会社との顧客に対するソフトバンク携帯電話サービス契約の締結促進お

よび契約維持活動に関する代理店契約は、平成22年11月30日をもって終了しました。

（注2） 平成22年12月１日よりテレコムサービス株式会社との間において、顧客に対するソフトバンク携帯電

話サービス契約の締結促進および契約維持活動に関する代理店契約を締結し取引を開始いたしまし

た。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社を取り巻く事業環境は、主力の移動体通信関連事業におきましては、市場は成熟化し飽和状態を迎えつつも、

一方では消費者ニーズも高く技術の進歩と共に成長が見込まれるスマートフォン等の普及に見られるような新た

な移動体通信サービス市場へと変貌しつつあり、新たなビジネスチャンスが生まれてくるものと考えられます。

また、リユース事業等の中古ビジネスにおきましては、昨今の移動体通信端末機器の高騰と環境や資源リサイク

ルを始めとした「エコロジー」機運の高まりと共に、各メディアによる報道も奏功し、同市場は今後も拡大してい

くことが予測されます。

当社におきましては、現在継続企業の前提に関する重要事象等が存在しておりますが、当該事象を早期に解消す

べく、以下の事項を今後の課題とし対処をしてまいりたいと思います。

① 移動体通信および固定通信関連事業

移動体通信関連事業におきましては、スマートフォンやデータ通信カード等の普及拡大は、周辺分野におけ

る新たなビジネスチャンスと捉えており、既存の店舗においてはこれら高機能端末機器への機種変更時におけ

る詳細な説明や、「専門ショップ」のみに認められた付加サービスの推奨等、法人や個人へのタイムリーな情

報の提供により、顧客満足度の向上を目指してまいります。

また、経営効率の観点から不採算と判断される店舗につきましては、「情報通信ショップ」や「専門ショッ

プ」等の出店形態に捕らわれること無く閉鎖、統合の措置を講じてまいります。

これら施策の実行につきましては、高度な専門知識を習得した従業員を効率的に養成すると共に、必要とす

る営業拠点に対し、経営効率を勘案した上での効果的な配置を早期に実現することが課題であると認識してお

ります。

これに対処するため、従業員への教育研修体制の整備の他、今まで以上に個別店舗ごとの業績管理に重点を

置いた対応を行ってまいります。

また、固定通信関連事業におきましては、主力商品である「ＡＤＳＬ付き電話加入権」のセット販売は、光

ファイバーサービス網の社会への普及と共に減少傾向にあり、一般の加入電話等のナローバンド回線からの切

り替えを含め市場全体が急速に成熟化しつつあります。

　当社におきましては、販売コストの低廉なインターネットでのＷＥＢ販売を中心にＦＴＴＨ等の光回線の取

扱いを拡大することで、取扱い領域の多様化を図りながら固定通信に関する総合的なサービス提供事業へと転

換を図る方針であります。

② リユース事業

中古携帯電話機の取扱いを推進するに当たっては、買取り時における端末機器の個人データ消去等、独自の

ノウハウが必要な他、古物営業法に定められた手続きを経て初めて取扱いが可能となるため、古物営業法や個

人情報保護法等、コンプライアンス教育を含めた高度な専門知識を持った従業員の育成の他、既存携帯電話の

仕入れに相当する中古携帯電話機の安定的な確保を目的とした仕入元チャネルの整備・拡充が重要な課題で

あると認識しております。

当社といたしましては、これらの課題に対処するため、インターネットを利用したＷＥＢサイトによる中古

携帯電話機の買取機能の強化や、フランチャイズ・ショー等への出展を通じ、使用済み携帯電話機の売却や再

利用に対する社会的認知度の向上に向けた啓蒙活動に注力しつつ、合わせて専門知識の習得に向け教育研修体

制の整備を行ってまいります。
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４【事業等のリスク】

１．以下においては、当社の事業の状況および経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると

考えられる主要な事項について記載を行っております。

また、その他の事項であっても、投資者の判断に重要な影響をおよぼすと考えられる事項については、投資者に

対する積極的な情報開示の観点から開示を行っております。

当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生した場合においては適切な対応に

努める方針でありますが、投資判断を行われるにあたっては本項および本書中の本項以外の記載内容も併せて慎

重に検討した上で行われる必要があると考えております。

なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日（平成23年７月28日）現在において当

社が判断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。

(1）当社の収益構造について

当社の事業別の売上高構成は下記のとおりとなっており、売上高全体に占める移動体通信関連事業の構成比

が、平成21年４月期 95.6％、平成22年４月期 95.5％、平成23年４月期94.1％と相対的に高いものとなっており

ます。

当社では今後、情報通信ショップ「ｅ－ＢｏｏｏＭ」および「エコたん」専門店、並びに、直営のインター

ネットを利用した「イーブーム.WEB（http://www.e-booom.com）」サイトや、「エコたん.jp（http://www.

ecotan.jp）」サイトにおいて、中古携帯電話機「エコたん」の取扱いを強化しつつ、ＤＳＬやＦＴＴＨを始め

とするブロードバンドサービスの取扱いを行うことにより、移動体通信関連事業以外の収入の獲得を推進して

いく方針であります。

当面は、売上高全体に占める移動体通信関連事業の売上構成比が高い状態が継続するものと考えられ当社業

績は移動体通信関連事業の業績に大きな影響を受けており、同事業の業績が悪化した場合、当社業績に悪影響を

及ぼす可能性があります。

一方、利益面から見た場合、移動体通信関連事業は相対的に利益率が低く、固定通信関連事業やその他の事業

に分類される中古携帯電話機「エコたん」は、相対的に利益率が高いものとなっており、利益面における移動体

通信関連事業への依存度は低下します。

また、近年は移動体通信端末機器の高性能・高機能化等により端末仕入価格が上昇する傾向にありますが、同

業者間との競合や割賦販売制度の普及等により仕入価格の上昇分を十分に販売価格に転嫁しにくい状況となっ

ており、移動体通信関連事業の利益率については低下する傾向となっております。

今後、移動体通信関連事業の利益率の悪化による利益の減少分を他事業の利益の増加分で補うことができな

かった場合、当社業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

   平成21年４月期 平成22年４月期 平成23年４月期

   
金　額

（百万円）
構成比(％)

金　額

（百万円）
構成比(％)

金　額

（百万円）
構成比(％)

売上高 7,665 100.0 6,949 100.0 6,281 100.0

　 移動体通信関連事業 7,332 95.6 6,632 95.5 5,907 94.1

　 　 通信機器販売 4,224 55.1 3,479 50.1 2,892 46.1

　 　 受取手数料収入 3,108 40.5 3,152 45.4 3,015 48.0

　 固定通信関連事業 207 2.7 106 1.5 77 1.2

　 　 電話加入権販売 67 0.9 34 0.5 23 0.4

　 　 受取手数料収入 139 1.8 72 1.0 53 0.8

　 その他の事業 125 1.7 209 3.0 295 4.7

　 　 中古携帯電話機販売 18 0.2 106 1.5 198 3.2

　 　 その他の商品売上高 65 0.9 38 0.6 13 0.2

　 　 その他の手数料収入 41 0.6 65 0.9 83 1.3

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　
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(2）移動体通信関連事業の運営上のリスクについて

①　同事業の事業モデルについて

当社の移動体通信関連事業では直営店を主たる販売チャネルとして移動体通信端末機器の販売を行ってお

りますが、移動体通信端末機器はメーカーから直接仕入れているのではなく、移動体通信事業者がメーカーか

ら一括して買い上げ一次代理店に卸しており、当社においては移動体通信事業者や一次代理店から移動体通

信端末機器を仕入れております。

また、移動体通信端末機器については、主に一般消費者に販売を行っており、移動体通信サービスの申し込

み取次ぎにかかる対価として移動体通信事業者や一次代理店から基本手数料や継続手数料等の受取手数料を

収受しております。

②　移動体通信端末機器の値引き販売について

当社においては、移動体通信事業者や一次代理店から収受する受取手数料を原資として、一部の移動体通信

事業者や移動体通信端末機器の機種について、仕入価格を下回る価格で移動体通信端末機器を販売しており

ますが、受取手数料の料率等の支払条件は移動体通信事業者や一次代理店と当社との交渉で決定されるため、

受取手数料収入の売上高は移動体通信事業者や一次代理店の手数料政策に影響を受けます。

また、受取手数料の料率等の支払条件は毎月見直しが行われており、支払条件の変更頻度が高いものとなっ

ております。

業界における一般的な傾向として受取手数料率は近年低下する傾向にありますが、将来において手数料率

が現状よりも引き下げられた場合、当社は利益を確保するため販売価格の引き上げを行う必要があります。

しかしながら、携帯電話・ＰＨＳの累計加入契約件数は、平成23年４月末現在において 123,984千件を超え

たことから新規加入は鈍化し、合わせて競合他社との競合も激化しており、価格競争等により手数料率の引き

下げ分を十分に販売価格に転嫁することが出来ない可能性があり、利益率の悪化をもたらす恐れがあります。

また、販売価格を引き上げた場合においては、顧客の購買意欲が減退することにより販売台数が減少し、売

上高が減少する可能性があり、その場合、当社業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

（注）上記の携帯電話の加入者数は、社団法人電気通信事業者協会のホームページから引用　

③　手数料体系の変化について

受取手数料収入には主に基本手数料と継続手数料とがあり、基本手数料は販売台数等に応じて支払われる

手数料で、販売した時点で売上高に計上されます。

また、継続手数料は当社経由で販売された端末のユーザーが移動体通信事業者に支払う基本料金および通

話料に応じて支払われる手数料であり、当該ユーザーが契約を継続している間、最長で６年間支払われること

となります。

現在の手数料体系はこのようなものとなっておりますが、今後この手数料体系が変化した場合、場合によっ

ては受取手数料が減少する可能性があり、当社業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、今後において、移動体通信事業者や一次代理店の手数料政策が大幅に変更され、手数料体系が変更さ

れ手数料率が低下し、当社業績に悪影響を及ぼす可能性については否定できません。

当社は移動体通信事業者や一次代理店の手数料体系が変更された場合、その手数料体系下で最も効率的に

収益を獲得できるよう、販売戦略やビジネスモデル等について検討していく方針でありますが、移動体通信事

業者や一次代理店の手数料政策の変化の方向性や影響は予測し難く、また当社がそれに適切に対応できるか

どうか不明であります。

当社の収益構造が大幅に変化する可能性や営業政策の大幅な変更を余儀なくされる可能性があり、当社業

績に悪影響を及ぼす可能性があります。

④　需要の減少について

移動体通信関連事業につきましては、近年の普及率の上昇に伴い携帯電話等の新規加入需要が減少傾向に

あり、機種変更需要や他の移動体通信事業者への買換え需要が中心となっておりますが、デザインや機能面で

消費者にとって魅力ある端末・サービスが継続的に市場に投入されなかった場合は需要が減退し、当社業績

に影響を及ぼす可能性があります。

⑤　短期解約時の手数料の返戻について

当社が顧客に対し移動体通信端末機器を販売後、一定期間（概ね４ヶ月から６ヶ月）以内に顧客が解約を

行った場合、当社は移動体通信事業者や一次代理店に対し、当該顧客への販売に係る当社が受け取った基本手

数料の一部について、契約から解約までの期間に応じて返還しなければならない契約となっております。将来

において何らかの理由により各移動体通信事業者との間において取り決められた一定期間以内の短期に解約

する顧客が急増した場合は、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。
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また、当社では顧客が一定期間以上利用することを前提に販売価格を設定しており、顧客が各移動体通信事

業者との間において取り決められた一定期間以内の短期に解約を行った場合は、赤字の取引となってしまう

可能性があります。当社では顧客に対して無理な販売は行わないことや、長期契約割引サービスの加入を促進

することで短期解約の防止に努めてはおりますが、一定期間以内の短期に解約する顧客が急激に増加した場

合、利益率が悪化し、当社業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

なお、短期解約による返戻金を合理的に見積ることにより、短期解約返戻金見込額を引当計上しておりま

す。

⑥　主要な販売先について

当社の主要な販売先は下記のとおりとなっており、ＮＴＴドコモの一次代理店であり当社の関西圏におい

て同社の製品を供給する株式会社ダイヤモンドテレコムおよび首都圏において同社の製品を供給するアイ・

ティー・エックス株式会社、並びにエーユーの一次代理店であり同社の製品を当社の関西圏と首都圏に供給

するアイ・ティー・エックス株式会社と、当社が平成22年11月30日まで一次代理店であったソフトバンクモ

バイル株式会社、および平成22年12月１日よりソフトバンクモバイル株式会社の一次代理店であり同社の製

品を当社の関西圏と首都圏に供給するテレコムサービス株式会社への売上高が相対的に大きいものとなって

おります。

これら４社に対する売上高の内容は、主として移動体通信関連事業における移動体通信端末機器の割賦販

売に伴う機器代金と受取手数料収入であり、４社に対する売上高が大きくなっているのは、移動体通信端末機

器の販売において、ＮＴＴドコモ製品やエーユー製品、ソフトバンクモバイル製品の取扱高が大きいことによ

ります。

当社では情報通信ショップの出店を中心としており、特定の移動体通信事業者での専門ショップの出店に

注力する戦略は採ってはおりませんが、顧客ニーズに合った製品の提供を行った結果、これら４社に対する売

上高が高まったものであります。

相  手  先

第 22 期

（自　平成21年５月１日

至　平成22年４月30日）

第 23 期

（自　平成22年５月１日

至　平成23年４月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ソフトバンクモバイル株式会社（注1） 2,691,653 38.7 1,469,364 23.4

アイ・ティー・エックス株式会社 1,969,446 28.3 1,445,583 23.0

テレコムサービス株式会社（注2） － － 1,120,114 17.8

株式会社ダイヤモンドテレコム 955,139 13.7 740,243 11.8

（注1） ソフトバンクモバイル株式会社との顧客に対するソフトバンク携帯電話サービス契約の締結促進お

よび契約維持活動に関する代理店契約は、平成22年11月30日をもって終了しました。

（注2） 平成22年12月１日よりテレコムサービス株式会社との間において、顧客に対するソフトバンク携帯電

話サービス契約の締結促進および契約維持活動に関する代理店契約を締結し取引を開始いたしまし

た。

なお、上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）固定通信関連事業の運営上のリスクについて

①　同事業の事業モデルについて

当社の固定通信関連事業では、インターネットを利用したＷＥＢサイトや、家電量販店等を主たる販売チャ

ネルとして、主に電話加入権（※１）の販売を行っており、売上は電話加入権販売と受取手数料収入から構成

されています。

電話加入権とは施設設置負担金を支払うことで得られる加入電話サービス（※２）の提供を受けられる権

利を言いますが、当社ではこの電話加入権を仕入れて販売しており、仕入価格と販売価格の価格差が当社の利

益となる他、販売時に各種の付加サービス、およびＡＤＳＬ等を受注し、これを固定通信事業者に取り次ぐこ

とにより固定通信事業者からの受取手数料等を収受しております。

また、ソフトバンクテレコム株式会社等のＮＴＴ以外の固定通信事業者が直収電話サービスを開始し、当社

はこれらの固定通信事業者と代理店契約等を締結し、当該サービスの申込を取り次ぐことにより、受取手数料

等を収受しております。

※１　電話加入権とは

一般電話回線を引く場合、ＮＴＴ地域会社に対して施設設置負担金（36,000円、税抜き）等を支払い、加

入電話契約を締結する必要があります。施設設置負担金とは加入者回線部分の新規架設工事に要する費用

であり、施設設置負担金を支払うことにより契約者は加入電話契約に基づいて加入電話の提供を受ける権
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利を得られます。この権利のことを一般的に電話加入権と呼んでおります。電話加入権は譲渡が可能であ

り、経済的価値を有していると考えられることから、売買の対象とされ質権設定の対象にもなっておりま

す。

※２　加入電話サービスを受けるには

消費者が一般電話回線を引く場合、現時点においては以下の５通りの方法が考えられます。

ａ）ＮＴＴ地域会社に対して施設設置負担金を支払い加入電話契約を締結する。

ｂ）当社のような電話加入権売買業者を通じて電話加入権を購入する。

ｃ）施設設置負担金は不要だが月額基本料金が通常よりも250円（税抜き）高いライトプランを申し

込む。

ｄ）ソフトバンクテレコム株式会社、ＫＤＤＩ株式会社等のＮＴＴ以外の固定通信事業者が提供する

直収電話サービスを申し込む。

ｅ）ＮＴＴ地域会社、電力会社系固定通信事業者等が提供する光ファイバーを利用した電話サービス

を申し込む。

前述のように、一般電話回線を引く場合、ＮＴＴ地域会社に対して施設設置負担金等を支払い加入電話契約

を締結する方法がありますが、電話加入権については譲渡可能なことから電話加入権売買業者を通じて電話

加入権を購入し、加入電話契約を締結することもできます。

また、施設設置負担金を不要とする代わりに毎月の基本料金を上乗せするライトプランがデジタル電話回

線については平成９年から、アナログ電話回線については平成14年から提供されており、同プランに申し込む

ことで加入電話サービスの提供を受けることも可能です。

さらに、現在はＮＴＴ以外の固定通信事業者が提供する直収電話サービスを申し込むことで、ＮＴＴ地域会

社が提供する加入電話サービスと同等のサービスの提供を受けることが可能となっております。

②　施設設置負担金の廃止について

加入電話サービス申し込み時にＮＴＴ地域会社に支払う施設設置負担金の意義は、元来加入電話の早期普

及のための設備投資資金の調達にありましたが、既に電話網が全国に整備された今日において新規架設は減

少しており、その意義は失われつつあります。

また、加入時の費用が高いことが新規加入や回線増設を妨げている可能性も指摘されております。

特に近年、急速に普及した携帯電話・ＰＨＳ等移動体電話の加入コストは比較的安価であり、施設設置負担

金の加入コストの割高なことが目立ってきており、携帯電話のみで十分とする消費者も増加しております。こ

のような現状を踏まえて平成16年10月19日に情報通信審議会から総務省に対し、「平成17年度以降の接続料

算定の在り方について」という答申が提出されました。

答申によると施設設置負担金は既に本来の意義を失っており、ＮＴＴ東西が今後の競争環境へ対応するた

めの料金戦略として廃止も選択肢とした見直しを行いたい場合については容認すべきであるとの考えが提示

されています。

これを受けて、ＮＴＴ東西では施設設置負担金をこれまでの72,000円（税抜き）から36,000円（税抜き）

へ、ライトプランの加算額をこれまでの月額640円（税抜き）から250円（税抜き）へ平成17年３月１日より

値下げしております。

電話加入権は加入電話契約を解除しても返還はされないものとされていることや、電話加入権は減価償却

のできない無形固定資産として企業の貸借対照表上に計上されていること、多くの一般家庭に保有されてい

ることを勘案すると、施設設置負担金の廃止に当たっては社会的な影響が大きいことが予想されますが、十分

な周知期間や段階的な廃止等、一定の配慮がなされた上で将来的には廃止されるものと考えられます。

③　電話加入権の売買価格の推移について

電話加入権の売買取引価格は、平成17年３月１日からの施設設置負担金引下げの動きを受けて、低下する傾

向となっております。

しかしながら、当社では販売価格の水準や今後のトレンドを勘案して仕入価格を決定しており、販売価格に

合わせて仕入価格についても低下させ、利益を確保しております。ただし、将来において電話加入権の価値が

当社の予測よりも急激に低下した場合、当社が保有している電話加入権の在庫の平均単価と販売価格の価格

差が縮小する可能性や在庫の平均単価よりも販売価格を下げざるを得なくなる可能性があり、当社業績に悪

影響を及ぼす可能性があります。

④　施設設置負担金の廃止による収益への影響について

施設設置負担金の廃止の動向については上記のとおりでありますが、施設設置負担金廃止後は、当社固定通

信関連事業における電話加入権販売の収益は消失することとなります。

また、施設設置負担金が廃止されるまでの期間においても、既にＮＴＴ以外の固定通信事業者（ソフトバン

クテレコム株式会社、KDDI株式会社等）が直収電話サービスの提供を開始しており、これらのサービスは高額
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な施設設置負担金が不要なうえ、月々の利用料等も割安となっていることから、ＮＴＴの提供する加入電話

サービスの価格競争力が急速に低下する可能性があり、施設設置負担金の廃止以前にも顧客の需要が著しく

減少し、家電量販店等が電話加入権販売の販売について優先度を下げる等した場合は、電話加入権販売の収益

が著しく減少、または無くなる可能性があります。

加えて固定通信関連事業における受取手数料は電話加入権の販売に付随して発生することが多いものと

なっておりますので、電話加入権販売の減少に伴って受取手数料についても減少する可能性があります。

以上のように施設設置負担金が廃止となること等で固定通信関連事業の収益が減少し、当社業績に悪影響

を及ぼす可能性があります。

⑤　今後の対応方針について

施設設置負担金が廃止されたとしてもＮＴＴが行う加入電話サービスが廃止されるわけではなく、ＮＴＴ

の加入電話サービスを利用したい顧客はＮＴＴに加入申込を行う必要があります。

また、ＮＴＴ以外の固定通信事業者もＮＴＴの加入電話サービスと同様の直収電話サービスの提供を開始

しております。

ＡＤＳＬを始め各種固定通信サービスの選択や申し込み、開通に至るまでの諸手続きは事業者毎に相違し

複雑であることから、固定通信サービスへの加入窓口である家電量販店やＡＤＳＬ事業者等においては顧客

の利用場所や利用目的、利用料金等の個別のニーズに応じた固定通信サービスのコンサルティングを実施す

る場合には、家電量販店やＡＤＳＬ事業者等は当社に業務を委託しております。

当社では家電量販店やＡＤＳＬ事業者等の取次店と提携し、取次店から紹介のあった顧客に対して当社

コールセンター等を利用して固定通信サービス等のコンサルティングを実施、サービスの申し込みから開通

に至るまでの各種手続の処理を代行する業務への取組みを既に開始しております。

このように当社では、これまでの長年にわたる固定通信に関するノウハウの蓄積を活かし、今後は固定通信

関連事業を電話加入権販売を核とする事業から、固定通信に関する総合的なサービス提供事業へと転換する

ことにより受取手数料収入を増加させ、電話加入権販売が無くなることによる収益の減少分を確保していく

方針であります。

しかしながら、このような当社の施策が奏功するか否かについては現時点では不明であり、電話加入権販売

の収益が消失することにより、当社業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

⑥　電話加入権の仕入について

電話加入権の仕入については、電話加入権が不要になった不特定多数の法人等からの買取という仕入形態

を採用しており、これにより当社は安価に電話加入権を仕入れることが可能になっております。

具体的には電話加入権を比較的多数保有していると考えられる法人等に対して、不要となった回線の売却

を働きかけ、電話加入権の安定的な確保に努めております。

しかしながら、不特定多数の法人等からの買取という仕入形態の特性上、継続して安定的な仕入が行えると

は必ずしも言い難いため、顧客の需要に応じて必要な量の電話加入権が確保できない可能性があります。

その場合、販売を抑制せざるを得なくなり、機会損失が発生する可能性があり、当社業績に悪影響を及ぼす

可能性があります。
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(4）出店政策について

①　店舗の形態について

移動体通信端末機器の販売ショップは、「専門ショップ」と呼ばれる特定の移動体通信事業者の製品・

サービスのみを取り扱う販売店と複数の移動体通信事業者の製品・サービスを取り扱う「情報通信ショッ

プ」の２種類に分類することができます。

専門ショップは表向きあたかも移動体通信事業者の直営店のような外装となっており、新規申し込みや機

種変更申し込みの受付だけでなく、料金収納、故障受付等、アフターサービス拠点としての機能を担っており

ます。

一方、情報通信ショップでは複数の移動体通信事業者の製品を取り扱っているため、顧客のニーズに合わせ

て幅広い商品を提供することができます。

専門ショップと情報通信ショップにはそれぞれ上記のような特徴があり、当社では専門ショップと情報通

信ショップの両方の出店を行っております。

情報通信ショップにおきましては、全ての移動体通信事業者の商材および電話加入権等を取り扱う「日本

テレホンショップ」を展開してきましたが、平成15年４月期より新しいストアコンセプトである「ｅ－Ｂｏ

ｏｏＭ」ブランドでの情報通信ショップの出店を開始し、平成21年４月期末をもって、従来からある「日本テ

レホンショップ」を情報通信ショップ「ｅ－ＢｏｏｏＭ」への転換を完了いたしました。

情報通信ショップ「ｅ－ＢｏｏｏＭ」は、近年の移動体通信端末機器の高性能・高機能化等により端末仕

入価格が上昇傾向にあること、同業者間との競合等の影響により仕入価格の上昇分を十分に販売価格に転嫁

しにくい状況であること等により、移動体通信関連事業の利益率については低下する傾向にあります。

当社では、従来からの機能である携帯電話・ＰＨＳ等の新規および機種変更の受付けや、電話加入権の販売

は無論のこと、ＦＴＴＨやＡＤＳＬ等のブロードバンドサービスへの加入取次と中古携帯電話機「エコた

ん」の取扱いを行うことにより、お客様により快適な通信環境と製商品を提案・提供することにより、情報通

信に関する新しい生活スタイルを支援することで新たな顧客を誘致し、収益性の向上を図ることを目的とし

ております。

今後の出店政策において、情報通信ショップ「ｅ－ＢｏｏｏＭ」の新規出店に際しては、今後もますます多

様化する通信サービスに対し、顧客ニーズを的確に捉えつつ、求めに応じたサービスを適時的確に提供するこ

とにより、収益性の向上に努めていきたいと考えております。 

しかしながら、このような当社の施策が奏功することを現時点で保証することはできません。

なお、業態別の店舗数の推移は次表のとおりとなっております。

（単位：店）

　 　 平成19年４月期平成20年４月期平成21年４月期平成22年４月期平成23年４月期

期末店舗数 40 43 35 34 31

　 専門ショップ 9 14 14 15 15

　 （取扱事業者） 　 　 　 　 　

　 NTTドコモ 4 3 3 3 2

　 ソフトバンク 4 7 7 7 7

　 エーユー 1 2 2 2 2

　 ウィルコム － 2 2 3 4

　 情報通信ショップ 31 29 21 19 13

　 （店舗業態） 　 　 　 　 　

　 日本テレホンショップ 3 3 － － －

　 e－ＢｏｏｏＭショップ 28 26 21 19 13

　 エコたん専門店 － － － － 3

（注）１．平成22年５月にイーブーム武蔵小山店、平成22年９月にイーブーム相模大野店、平成22年10月にイーブーム

古川橋店、平成23年１月にイーブーム柏店および平成23年４月にイーブーム新京極四条店、イーブーム横須

賀中央店の情報通信ショップ６店を閉鎖いたしました。
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２．平成22年12月にウィルコムプラザ新宿西口を新設いたしました。

３．平成23年２月にドコモショップ新京極店をドコモショップ四条河原町店に移転統合いたしました。

４．平成23年２月にエコたん三宮店、平成23年３月にエコたん大阪駅前第３ビル店および平成23年４月にエコた

ん三宮センター街店と３店のエコたん専門店を新設いたしました。

②　店舗保証金について

当社の直営店の出店については、基本的には土地を購入せず、店舗を賃借する形をとっており、店舗の賃貸

借契約の締結にあたっては、貸主に保証金を差し入れることが一般的でありますが、当社においても、平成21

年４月期末 674百万円（総資産額の28.5％）、平成22年４月期末 655百万円（同30.5％）、平成23年４月期末

546百万円（同 29.5％）の保証金を差し入れております。

差入保証金については当社が当該店舗を退去する際には返還される契約となっておりますが、貸主の財政

状態が悪化した場合等においては、保証金の全部又は一部の回収が困難となる可能性があります。

当社では、賃貸借契約を締結する際には貸主の信用調査を十分行うよう努めてはおりますが、保証金の全部

または一部の回収が困難となり、貸倒引当金・貸倒損失の計上を余儀なくされるような事態が発生した場合、

当社業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

③　新規出店に伴うリスクについて

専門ショップを出店するにあたっては、移動体通信事業者から物件についての条件が提示され、その条件に

合致した物件を確保できた運営会社が専門ショップの運営を受託することができます。

当社が出店を希望していても移動体通信事業者の審査を通過しなければならないため、当社の計画通りの

時期に出店ができる保証はなく、また当社以外の企業が運営を受託し、当社が出店できなくなる可能性があ

り、その場合、当社は計画していた売上高を計上できず、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　一方、情報通信ショップの出店に際しても、当社が移動体通信事業者の商材を取り扱う営業拠点を新設や

移転、廃止する場合、移動体通信事業者や一次代理店に報告を行う必要があります。

当社が新規に情報通信ショップを出店するにあたっては、移動体通信事業者の方針に影響を受ける可能性

があります。

また、新規出店を行う場合、出店方針及び出店コンセプトに合致する店舗が見付からない等の理由により、

予定よりも出店時期が遅れる可能性や出店中止を余儀なくされる可能性があると共に、近隣に競合店が新規

出店する等、事前に予測不可能な外部環境の変化等により、事前に計画していた収益を計上できない可能性が

あり、場合によっては退店を余儀なくされる可能性があり、当社業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

(5）重要な契約について

①　移動体通信関連事業における重要な契約について

移動体通信端末機器の販売業務や移動体通信サービス申し込みの取次業務を行うにあたっては移動体通信

事業者や一次代理店と代理店契約を締結する必要があり、また代理店契約は移動体通信事業者毎に契約締結

する必要があります。

当社が締結している主な代理店契約は以下のとおりであり、契約期間は１年毎の自動更新となっておりま

すが、契約期間中であっても事前に通知することにより解除が可能な契約となっており、また重要な契約違反

があった場合等においては即時解除ができるものとなっております。

特に近年、個人情報の漏洩が社会的問題となっているため、移動体通信事業者や一次代理店は契約事項の中

でも特に個人情報の管理の徹底については重要視しておりますが、当社の保有する個人情報が何らかの理由

により漏洩することとなった場合、移動体通信事業者や一次代理店との契約が打ち切られる可能性がありま

す。

移動体通信事業者や一次代理店との関係は良好で、現時点で契約が解除されるような事実は発生しておら

ず、当社は今後も契約の遵守に努める方針でありますが、何らかの理由により契約が継続できなくなり、当該

移動体通信事業者の製品やサービスが取り扱えなくなる可能性については否定できません。
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また、契約の継続ができなかった場合や当社が契約の継続を行わなかった場合、移動体通信事業者や一次代

理店から収受していた継続手数料についてもその時点で支払いが打ち切られ、その場合は、売上高の減少や店

舗の撤退等により、当社業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

相手方の名称 契約内容

テレコムサービス株式会社（注） 顧客に対するソフトバンク携帯電話サービス契約の締結促進および契約維持活動

株式会社ダイヤモンドテレコム 関西圏におけるＮＴＴドコモの電話契約獲得のための諸活動、申込の受付、取次等

アイ・ティー・エックス株式会社
エーユー電話サービス販売業務委託契約

首都圏におけるＮＴＴドコモの電話契約獲得のための諸活動、申込の受付、取次等　

（注）ソフトバンクモバイル株式会社との顧客に対するソフトバンク携帯電話サービス契約の締結促進および

契約維持活動に関する代理店契約は、平成22年11月30日をもって終了し、平成22年12月１日よりテレコム

サービス株式会社との間において、改めて同サービスの締結促進および契約維持活動に関する代理店契

約を締結しました。

②　固定通信関連事業における重要な契約について

固定通信関連事業における受取手数料収入は、各種の付加サービスや、ＡＤＳＬ等を受注することにより受

け取る手数料等であり、これらの業務を行うにあたっては固定通信事業者と販売パートナー契約等を締結す

る必要があり、当社が現在締結している主な契約は下記のとおりであります。

契約は１年毎に締結することとなっておりますが、契約期間中であっても事前に通知することにより解除

が可能な契約となっており、また重要な契約違反があった場合等においては即時解除ができるものとなって

おります。

固定通信事業者と当社との関係は良好であり、現時点で契約が解除されるような事実は発生しておらず、当

社は今後も契約の遵守に努める方針でありますが、何らかの要因により契約が継続できなくなった場合、付加

サービス等の取次業務が行えなくなることで売上高が減少し、当社業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

相手方の名称 契約内容

西日本電信電話株式会社および東日本電信電話株式会社 販売パートナー契約（ＮＷ代理店契約）

　　（注）西日本電信電話株式会社が行う地域電気通信業務の区域に関する契約は西日本電信電話株式会社と、東日本

電信電話株式会社が行う地域電気通信業務の区域に関する契約は西日本電信電話株式会社を代理人とし

て東日本電信電話株式会社と、契約を締結しております。

③　契約による事業運営上の制約について

当社の移動体通信関連事業や固定通信関連事業は前述のとおり、移動体通信事業者や一次代理店、固定通信

事業者との契約に基づいた事業を行っておりますが、店舗の運営にあたっては当社は移動体通信事業者や一

次代理店、固定通信事業者の作成するマニュアルや指示等に従わねばならない義務があります。

当社は契約の継続のためマニュアルや指示等の遵守に努める方針でありますが、今後移動体通信事業者や

一次代理店、固定通信事業者からの指示内容が変更された場合、場合によっては機械・設備や人員等を追加で

設置・配置することが必要となる可能性があります。

移動体通信事業者や一次代理店、固定通信事業者が費用を負担する場合もありますが、当社が費用を負担し

なければならない可能性もあり、その場合、追加のコストが発生する等の理由により当社業績に悪影響を及ぼ

す可能性があります。
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(6）法的規制等について

当社では移動体通信関連事業、固定通信関連事業およびその他の事業を行うにあたって、以下のような法令や

ガイドライン等の規制を受けており、当社はこれらの法的規制等を遵守し企業活動を行っております。しかし、

将来においてこれらの法的規制等が改正された場合または当社がこれらの法的規制等に抵触した場合は、当社

業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

関係する事業 法的規制等

移動体通信関連事業

固定通信関連事業

電気通信事業法

消費者契約法

代理店の営業活動に対する倫理要綱（社団法人電気通信事業者協会制定）

電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン（総務省告示）

固定通信関連事業 電気通信事業法に基づきNTTが定める約款

インターネットを介して商品を

提供する場合

特定商取引に関する法律

電子契約法

中古品の売買
古物営業法

商標法

事業全般 個人情報保護法

(7）個人情報の取扱いについて

当社では、移動体通信関連事業においては移動体通信サービスの申込取次を行う場合や、固定通信関連事業に

おいては付加サービスの取次や電話加入権の売買を行う場合等において、顧客の生年月日や住所等の個人情報

を取り扱っております。個人情報の記載された書類としては申込書等があり、また社内のサーバ内や各通信事業

者から貸与されている端末には個人情報がデータとして保存されておりますが、当社では個人情報が記載され

た書類等については必要時以外はキャビネットの中に入れて施錠をする、また電子データについてはパスワー

ド管理を行う等、厳重に管理を行うよう努めております。

しかしながら、書類が盗難等される場合や第三者がネットワークへ不正侵入する等により、個人情報の記載さ

れた書類や電子データ等が社外に流出し、個人情報が漏洩する可能性については否定できません。その場合、顧

客から損害賠償を請求されたり、既存顧客の信用や社会的な信用が低下することにより、当社業績に悪影響を及

ぼす可能性があります。

(8）中古携帯電話機の取扱いについて 

① 中古携帯電話機需要の著しい減少 

中古携帯電話機の需要は、各移動体通信事業者において順次導入された割賦販売制度の普及に伴う端末価

格の上昇に伴い、従来は概ね６ヶ月から１年の間において携帯電話機の買換えを実施していた顧客層に対し、

流行のデザインや機能面で魅力的な最新の端末機器に遜色のない商品を比較的低廉な価格で供給することに

より需要が成り立っております。 

しかしながら、従来の移動体通信事業者や一次代理店から収受する受取手数料を原資として、仕入価格を下

回る価格や実質無料で最新の携帯電話機を販売することが主流となった場合、中古携帯電話機の価格優位性

が損なわれることにより需要は減退し、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 　

② 中古携帯電話機の仕入について 

中古携帯電話機の仕入については、携帯電話機の機種変更やモバイル・ナンバーポータビリティーによる

解約等により、携帯電話が不要になった不特定多数の個人等から買取りを行う仕入形態を採用しております。

このため商品の特性上、安価で安定的・継続的に当社に中古携帯電話機の供給を行うことができる取引先

はありません。したがいまして、顧客の需要に応じた中古携帯電話機を確保できない場合があり、当社業績に

影響を及ぼす可能性があります。
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２．継続企業の前提に関する重要事象等 

当社は、平成23年４月期におきまして、売上高 6,281百万円と前事業年度6,949百万円に比べ 668百万円の減

少となると共に、営業損失 163百万円、経常損失 154百万円、当期純損失 219百万円と平成20年４月期より引き

続き損失を計上いたしました。

当該状況により、継続企業の前提に関する重要事象等が存在しております。

当社といたしましては、当該事象を解消すべく、主力である移動体通信関連事業におきましては、消費者ニーズ

が高く技術の進歩と共に成長が見込まれるスマートフォンやデータ通信カード等の高機能端末機器の利用を中

心としたモバイル・ブロードバンド市場への取組みに注力すると共に、既存の一部直営店舗では、複数の移動体

通信事業者の商品・サービスを取扱う情報通信ショップから、各移動体通信事業者ブランドによる「専門ショッ

プ」への転換を図りつつ、「専門ショップ」のみに認められた各種付加サービスへの加入促進に注力することで

収益構造の改善を図ってまいります。

また、引き続き経営効率の観点から出店当時の市場環境や立地条件等を厳しく比較検討し、不採算と判断され

る店舗におきましては、「情報通信ショップ」や「専門ショップ」等の出店形態に捕らわれること無く、閉鎖、統

合の措置を講じてまいります。

今後の事業の中核を担う中古携帯電話機「エコたん」の取扱いを始めとしたリユース事業におきましては、自

社およびフランチャイズ加盟店向けのＷＥＢサイトの整備・拡充を行うと共に、平成22年11月５日に資本・業務

提携を行いました株式会社 光通信とのフランチャイズ事業を引き続き推進することにより、既に取扱いを開始

いたしました25店舗のフランチャイズ加盟店に加え、更に50店舗程度の新規加入を早期に実現してまいります。

また、一般企業に対するフランチャイズ加盟店への加入促進に向け、訴求効果の高いフランチャイズ・ショー

への参加を継続的に行いつつ、一方、重要な要素である中古携帯電話機の在庫確保については、既に出店済みであ

る「エコたん」専門店に加え、これを専門に取扱う部門の人員と組織体制を強化することにより、引き続き継続

的かつ安定的な端末機器の供給元の開拓、整備に着手してまいります。

一方、財務面におきましては、短期借入金が 130百万円、一年以内償還予定の無担保社債が 20百万円あり、平成

23年9月から平成24年3月にかけて、償還期日を向かえる予定でありますが、社債の償還資金につきましては自己

資金を充当する予定であり、短期借入金につきましても金融機関のご理解を得て、借り換えを行うことにより、手

元資金に不足は生じないものと判断しております。

当社といたしましては、継続企業の前提に関する重要事象等が存在しておりますが、主力移動体通信関連事業

と共に、独自商品である中古携帯電話機「エコたん」の取扱いを強化することにより、収益力および財務体質の

改善、並びに経営の安定化に向けた努力を継続してまいります。

従いまして、継続企業の前提に関する重要な不確実性は、認められないものと判断しておりますので、財務諸表

の注記には記載をしておりません。
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５【経営上の重要な契約等】

（1）移動体通信関連事業に関する契約

　主たる契約は以下のとおりです。

相手方の名称 契約内容 契約期間

テレコムサービス株式会社　（注）
顧客に対するソフトバンク携帯電話サービス
契約の締結促進および契約維持活動

平成14年11月１日から

平成15年３月31日まで

以後１年ごと自動更新

株式会社ダイヤモンドテレコム
関西圏におけるＮＴＴドコモの電話契約獲得
のための諸活動、申込の受付、取次等

平成９年６月30日から

平成10年５月31日まで

以後１年ごと自動更新

アイ・ティー・エックス株式会社
エーユー電話サービス販売業務委託契約
首都圏におけるＮＴＴドコモの電話契約獲得
のための諸活動、申込の受付、取次等 

平成16年５月１日から

平成17年４月30日まで

以後１年ごと自動更新

（注）ソフトバンクモバイル株式会社との顧客に対するソフトバンク携帯電話サービス契約の締結促進および

契約維持活動に関する代理店契約は、平成22年11月30日をもって終了し、平成22年12月１日よりテレコム

サービス株式会社との間において、改めて同サービスの締結促進および契約維持活動に関する代理店契

約を締結しました。

なお、本契約については、平成22年12月１日付で、テレコムサービス株式会社が「代理店契約の地位継承

に関する覚書」により、ソフトバンクモバイル株式会社から契約上の地位を全て継承したものでありま

す。

（2）固定通信関連事業に関する契約

　主たる契約は以下のとおりです。

相手方の名称 契約内容 契約期間

西日本電信電話株式会社

および東日本電信電話株式会社
業務資本提携契約（ＮＷ代理店契約）

平成23年４月１日から

平成24年３月31日まで

　（注）１．自動更新条項はありませんが、毎年契約書を取交わし契約を更新しております。

２．西日本電信電話株式会社が行う地域電気通信業務の区域に関する契約は西日本電信電話株式会社と、

東日本電信電話株式会社が行う地域電気通信業務の区域に関する契約は西日本電信電話株式会社を代

理人として東日本電信電話株式会社と、契約を締結しております。

（3）その他の事業に関する契約

　当社は、平成22年11月５日開催の当社取締役会において、株式会社 光通信（東証第一部・コード：9435、

本社：東京都豊島区、代表取締役社長 玉村 剛史）との間で、資本・業務提携を行うことを決議し、以下の内容の資

本及び業務提携に関する契約書を締結いたしました。

（資本提携の内容）

　業務提携の効果を確実なものとし、より強固な信頼関係を長期に亘り構築するため、当社は平成22 年11 月22 日

を払込期日とする第三者割当増資により新株式 3,090 株を発行し、その全株を株式会社 光通信に割り当て、株式

会社 光通信はこれを引き受けるものであります。

（業務提携の内容）

　株式会社 光通信との業務提携の内容につきましては、圧倒的な国内店舗網を始めとした強力な営業力を有する同

社、並びに同社グループ企業との取引関係を資本・業務提携を通じて新たに構築することにより、具体的には、移動

体通信分野において両社に共通する分野の発展に双方が協力を行うものであります。

　また中古携帯電話機の販売および買取を初めとしたリユース分野においては、「エコたんフランチャイズ加盟

店」の募集について、同社、並びに同社グループ企業の協力を得るものであります。　

　

６【研究開発活動】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本テレホン株式会社(E05481)

有価証券報告書

25/75



７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当事業年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析につきましては、以下のとおりでありま

す。

（1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。財務

諸表の作成にあたっては、会計上の見積りを行う必要があり、貸倒引当金、退職給付引当金、短期解約返戻引当

金等の各引当金の計上等につきましては、過去の実績や他の合理的な方法により見積りを行っております。た

だし、見積り特有の不確実性が存在するため、実際の結果はこれら見積りと異なる場合があります。

（2）財政状態の分析

①　流動資産

当事業年度末の流動資産は前事業年度末に比べて174百万円減少し、1,103百万円となりました。これは主に、

現金及び預金が185百万円減少し、未収入金が17百万円増加したことによるものであります。

②　固定資産

  当事業年度末の固定資産は前事業年度末に比べて121百万円減少し、745百万円となりました。これは主に、

差入保証金が108百万円、建物が10百万円、電話加入権が7百万円減少し、リース資産が5百万円増加したことに

よるものであります。

③　流動負債

  当事業年度末の流動負債は前事業年度末に比べて179百万円減少し、944百万円となりました。これは主に、

一年以内償還予定社債が400百万円減少し、短期借入金が89百万円、前受収益が53百万円、前受金が31百万円、

買掛金が25百万円、預り金が13百万円増加したことによるものであります。

④　固定負債

  当事業年度末の固定負債は前事業年度末に比べて20百万円増加し、136百万円となりました。これは主に、資

産除去債務が24百万円、退職給付引当金が７百万円、長期リース債務が4百万円増加し、社債が20百万円減少し

たことによるものであります。

⑤　純資産

  当事業年度末の純資産は前事業年度末に比べて138百万円減少し、768百万円となりました。これは主に、利

益剰余金が219百万円減少し、資本金が40百万円、資本準備金が40百万円増加したことによるものであります。

 

（3）経営成績の分析

①　売上高

　売上高につきましては、その他の事業の内、リユース事業では、「エコロジー」機運の高まりや、フランチャ

イズ加盟店の増加等により順調に売上高が増加いたしました。

しかしながら、主力の移動体通信関連事業においては、スマートフォン等の高機能端末機器の相次ぐ導入に

より、消費者の購買意欲は喚起されたものの、当社の情報通信ショップへの端末機器の供給が消費者の需要に

満たない状況にあり、また比較的供給量の安定した従来タイプの端末機器は、買換サイクルの長期化と割賦販

売制度に伴う端末価格の高騰により、高機能かつ高価格帯の機種からＰＨＳを始めとした比較的廉価な機種

へと顧客ニーズがシフトし、更に市場競争の激化に伴う値引き施策の拡大も相俟って、収益環境が悪化する

等、厳しい状況で推移しました。

この結果、売上高は、6,281百万円と前事業年度の売上高 6,949百万円に比べ 668百万円、9.6％の減少とな

りました。

②　営業損益

営業損益につきましては、業績改善の見通しが立て難い情報通信ショップを首都圏４店舗、関西圏２店舗の

合計６店舗を閉店すると共に、両地域における専門ショップ２店舗について、近隣店舗との統合を行う等、運

営コストの削減に努めてまいりましたが、廉価で収益率の低い端末機器の販売の増加と共に、市場競争の激化

に伴う値引き施策の拡大に伴う販売促進費等の増加により、営業損失 163百万円（前事業年度は89百万円の

営業損失）となりました。
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③　経常損益

経常損益につきましては、営業外収益において営業支援金収入等が20百万円あったものの、支払利息等の営

業外費用 12百万円を差し引いた結果、経常損失 154百万円（前事業年度は86百万円の経常損失）となりまし

た。。

④　当期純損益

当期純損益につきましては、前事業年度末に店舗の閉鎖を前提とした原状回復に係る費用および同店舗の

賃貸借契約期間内の未経過地代家賃を特別損失として計上しておりましたが、原状回復費用の低減と、早期に

新しい借主が決定したことに伴う未経過地代家賃の戻入れ等により、特別利益 6百万円を計上したものの、

「資産除去債務に関する会計基準」の適用初年度にかかる資産除去債務費用 17百万円、および店舗改装等に

伴う什器備品等の不要固定資産の除却損や店舗閉鎖に伴う賃貸借契約解約損18百万円、並びに減損損失24百

万円の合計61百万円を特別損失に計上したことにより、税金費用等を差し引いた当期純損失は 219百万円

（前事業年度は 108百万円の当期純損失）となりました。

なお、この結果、自己資本当期純利益率は △26.18％となり、１株当たり当期純損失は 6,781円43銭となり

ました。

（4）キャッシュ・フローの状況の分析

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ6百万円増加し、

165百万円（前事業年度末の現金及び現金同等物の期末残高は158百万円）となりました。

当事業年度の営業活動の結果、獲得した資金は36百万円(前事業年度は63百万円の使用)となりました。これ

は主として、仕入債務の増加25百万円、棚卸資産の減少9百万円による収入があったことによるものです。

当事業年度の投資活動の結果、獲得した資金は229百万円(前事業年度は12百万円の獲得)となりました。これ

は、主として、定期預金の払戻による収入192百万円、差入保証金の返還による収入118百万円が固定資産の取得

による支出50百万円を上回ったことによるものです。 

当事業年度の財務活動の結果、使用した資金は258百万円(前事業年度は120百万円の使用)となりました。こ

れは主として、社債の償還による支出が420百万円あり、短期借入金の純増による収入89百万円、株式の発行に

よる収入が80百万円あったことによるものです。

（5）経営成績に重要な影響を与える要因について

  経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第一部 企業情報　第２ 事業の状況　４ 事業等のリ

スク」に記載のとおりであります。

 (6）継続企業の前提に関する重要事象等の存在の解消に向けた対応策等

当社は、平成23年４月期におきまして、売上高 6,281百万円と前事業年度6,949百万円に比べ 668百万円の減

少となると共に、営業損失 163百万円、経常損失 154百万円、当期純損失 219百万円と平成20年４月期より引き

続き損失を計上いたしました。

当該状況により、継続企業の前提に関する重要事象等が存在しております。

当社といたしましては、当該事象を解消すべく、主力である移動体通信関連事業におきましては、消費者ニー

ズが高く技術の進歩と共に成長が見込まれるスマートフォンやデータ通信カード等の高機能端末機器の利用

を中心としたモバイル・ブロードバンド市場への取組みに注力すると共に、既存の一部直営店舗では、複数の

移動体通信事業者の商品・サービスを取扱う情報通信ショップから、各移動体通信事業者ブランドによる「専

門ショップ」への転換を図りつつ、「専門ショップ」のみに認められた各種付加サービスへの加入促進に注力

することで収益構造の改善を図ってまいります。

また、引き続き経営効率の観点から出店当時の市場環境や立地条件等を厳しく比較検討し、不採算と判断さ

れる店舗におきましては、「情報通信ショップ」や「専門ショップ」等の出店形態に捕らわれること無く、閉

鎖、統合の措置を講じてまいります。

今後の事業の中核を担う中古携帯電話機「エコたん」の取扱いを始めとしたリユース事業におきましては、

自社およびフランチャイズ加盟店向けのＷＥＢサイトの整備・拡充を行うと共に、平成22年11月５日に資本・

業務提携を行いました株式会社 光通信とのフランチャイズ事業を引き続き推進することにより、既に取扱い

を開始いたしました25店舗のフランチャイズ加盟店に加え、更に50店舗程度の新規加入を早期に実現してまい

ります。

また、一般企業に対するフランチャイズ加盟店への加入促進に向け、訴求効果の高いフランチャイズ・

ショーへの参加を継続的に行いつつ、一方、重要な要素である中古携帯電話機の在庫確保については、既に出店

済みである「エコたん」専門店に加え、これを専門に取扱う部門の人員と組織体制を強化することにより、引

き続き継続的かつ安定的な端末機器の供給元の開拓、整備に着手してまいります。
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一方、財務面におきましては、短期借入金が 130百万円、一年以内償還予定の無担保社債が 20百万円あり、平

成23年9月から平成24年3月にかけて、償還期日を向かえる予定でありますが、社債の償還資金につきましては

自己資金を充当する予定であり、短期借入金につきましても金融機関のご理解を得て、借り換えを行うことに

より、手元資金に不足は生じないものと判断しております。

当社といたしましては、継続企業の前提に関する重要事象等が存在しておりますが、主力移動体通信関連事

業と共に、独自商品である中古携帯電話機「エコたん」の取扱いを強化することにより、収益力および財務体

質の改善、並びに経営の安定化に向けた努力を継続することにより、継続企業の前提に関する重要事象等の存

在の解消に向けた対応を全社を挙げて実施して参る所存であります。

EDINET提出書類

日本テレホン株式会社(E05481)

有価証券報告書

28/75



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

  当社の事業は、情報通信関連事業の単一セグメントでありますが、設備の状況につきましては、事業の部門別に記載

しております。  

  当事業年度における設備投資については、総額50,491千円であります。これらのうち主要な設備投資は、ドコモ

ショップ四条河原町店の改装およびソフトバンク新宿西口の移転並びに中古携帯関連システムの購入であります。

２【主要な設備の状況】

　当社は、大阪市北区の大阪本社および東京都新宿区の東京本社の他、移動体通信機器等の販売を行う店舗を首都圏に

おいて17店舗および関西圏において14店舗の合計31店の直営店舗を有しております。

  以上のうち、当社の主要な設備は、以下のとおりであります。

　平成23年４月30日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。

事業所名
(所在地)

事業の部門別
の名称

設備の内容
帳簿価額（千円） 従業員

数
(人)

建物 器具備品
土地
(面積㎡)

その他 合計

大阪本社

(大阪市北区)

全社

（共通）
業務設備 7,08913,104

－

（－）
－ 20,194

16

(19) 

東京本社

(東京都新宿区)

全社

（共通）
業務設備 7,813 925

－

（－）
－ 8,739

23

 (10) 

首都圏　店舗

（17店舗）

移動体通信

関連事業
販売設備 50,21616,795

－

（－）
－ 67,011

26

(90)

関西圏　店舗

（14店舗）

移動体通信

関連事業
販売設備 32,84614,608

－

（－）
－ 47,454

16

 (51) 

　（注）１．金額には、消費税等を含めておりません。

２．従業員数の（　）は平成23年４月30日現在の臨時雇用者数を、外数で記載しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社の設備投資については、景気の見通し、業界動向及び投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　平成23年4月30日現在における重要な設備の新設及び除却等の計画は、次のとおりであります。

（1）重要な設備の新設

　　該当事項はありません。　

（2）重要な改修

　当事業年度において、新たに確定した重要な設備の改修計画は、次のとおりであります。

事業所名
（所在地）

事業の部門
別の名称

投資予定金額
資金調達方法

 着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

(千円）
既支払額
(千円）

着手 完了

ソフトバンク千林

(大阪市旭区)

移動体通信

関連事業　
5,000 － 自己資金 平成23年9月平成23年10月店舗面積増加　

　

（3）重要な設備の除却

　当事業年度において、新たに確定した重要な設備の除却計画は、次のとおりであります。

事業所名（所在地）
事業の部門
別の名称

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数 完了予定年月
建物 器具備品 その他 合計

e-BoooM

横須賀中央店

(神奈川県横須賀市)

移動体通信

関連事業
販売設備 － 106 － 106

1

(2)
平成23年5月

e-BoooM

本八幡店

(千葉県市川市)

情移動体通信

関連事業
販売設備 － 269 － 269

1

(2)
平成23年8月

e-BoooM

千林店

(大阪市旭区)

移動体通信

関連事業
販売設備 － 70 － 70

1

(2)
平成23年10月

 (注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（パート・アルバイト社員、派遣社員）は（　）内に外数で記

載しております。

　　　２．従業員につきましては、全員配置転換を行う予定であります。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 124,000

計 124,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成23年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年７月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 34,090 34,090

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 34,090 34,090 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年11月22日

（注）
3,090 34,090 40,228 634,728 40,225 304,925

（注） 有償第三者割当 

発行価格　　　　　26,037円 

資本組入額　　    13,019円 

主な割当先　　  株式会社 光通信
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（６）【所有者別状況】

 平成23年４月30日現在

区分

株式の状況 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法人
外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 2 11 11 2 2 2,1132,141 －

所有株式数
（株）

－ 304 149 14,933 4 6 18,69434,090 －

所有株式数の

割合（％）
－ 0.89 0.44 43.80 0.01  0.02 54.84  100 －

（注）　所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。

（７）【大株主の状況】

 平成23年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

現代商事 株式会社 兵庫県芦屋市六麓荘町３番18号 9,750 28.60

高 山　守 男 兵庫県芦屋市 9,142 26.82

株式会社 光通信 東京都豊島区南池袋１丁目16番15号 5,111 14.99

高 山　明 美 兵庫県芦屋市 900 2.64

日本テレホン社員持株会
大阪市北区天満橋1丁目８番30号

OAPタワー9階
295 0.87

長 田　将 示 さいたま市中央区 216 0.63

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２丁目４番６号 171 0.50

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 133 0.39

三 宅　みち子 三重県津市 132 0.39

堀 田　憲 昭 兵庫県西宮市 90 0.26

計 － 25,940 76.09

（注）１．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しています。

２．前事業年度末現在主要株主でなかった株式会社 光通信は、当事業年度末では主要株主となっております。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 34,090 34,090 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 34,090 － －

総株主の議決権 － 34,090 －

 

②【自己株式等】

 平成23年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

３【配当政策】

当社は、事業発展の柱となる財務体質の強化および株主の皆様への利益還元を経営の重要課題であることを認

識し、業績に応じた安定的な配当を行うことを基本方針としており、配当性向は３０％を目標にしております。

また、会社法施行後の配当の基準日および回数の変更は、現時点では予定しておりません。よって、従来どおり中

間事業年度の末日および事業年度の末日を基準日とした年２回の配当を行う方法を採用しております。

  また、配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会としております。

  なお、当社は「取締役会の決議によって、毎年10月31日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定

款に定めております。

しかしながら、当期平成23年４月期の１株当たり年間配当金につきましては、平成23年６月７日に公表しました

とおり、当期の業績は大幅な損失を計上する結果となりました。 

このため誠に遺憾ながら株主の皆様への配当を見送りさせて頂きたく存じます。 

また、次期平成24年４月期（平成23年５月１日～平成24年４月30日）におきましても、当期と同様に株主の皆様

への配当を見送りさせて頂きたく存じます。

なお、現在の内部留保資金につきましては、移動体通信関連事業を始めとする情報・通信分野において、新規出

店費用や中古携帯電話機「エコたん」の取扱い等、今後の中核事業に対する設備投資に充当することにより、業容

の拡大を図ると共に経営体質の強化に努めてまいる所存でございます。

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期
決算年月 平成19年４月 平成20年４月 平成21年４月 平成22年４月 平成23年４月

最高（円） 209,000 113,000 82,000 61,100 46,900

最低（円） 64,300 37,200 12,600 13,700 16,800

（注）　最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであり、平成22年10

月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。それ以前はジャスダッ

ク証券取引所におけるものであります。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月 ４月

最高（円） 32,400 30,700 29,500 29,000 39,050 33,000

最低（円） 22,000 27,000 27,000 26,100 16,800 22,910

（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。　
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５【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役 社     長高 山　守 男昭和26年10月14日生

昭和52年10月現代商事株式会社設立 取締役

（注）

3
9,142

昭和58年11月現代商事株式会社

 代表取締役社長 

昭和63年６月当社設立 代表取締役社長 (現任)

平成４年９月 現代商事株式会社 取締役（現任）

常務取締役
常務執行役員

業務本部長
高 山　明 美昭和31年７月23日生

昭和63年６月当社設立 取締役

（注）

1、3、6
900

平成２年２月 現代商事株式会社 取締役

平成２年６月 当社常務取締役 

平成４年９月 現代商事株式会社 代表取締役 

平成14年７月当社常務取締役

 社長補佐兼業務部門管掌

平成16年８月当社常務取締役 業務本部長

平成17年７月当社専務取締役 業務本部長

平成18年12月 現代商事株式会社 監査役（現任）

平成19年５月 当社専務取締役 業務統括本部長

平成19年７月

　

平成22年５月

　

平成22年７月

　

 当社専務取締役 専務執行役員

　　業務統括本部長

当社専務取締役 専務執行役員　

　業務本部長

当社常務取締役 常務執行役員 

　業務本部長（現任）

常務取締役
常務執行役員

第３営業本部長
堀 田　憲 昭昭和30年11月１日生

平成２年３月 当社入社

（注)

3、6
90

平成12年１月 当社営業企画部長

平成13年８月当社取締役 東京支社長 

平成15年６月当社取締役 営業本部長

平成16年２月当社取締役 首都圏営業本部長

平成17年７月当社常務取締役 首都圏営業本部長

平成19年５月当社常務取締役 営業統括本部長

平成19年７月

平成22年５月　

平成22年７月

平成22年12月

平成23年５月　

 当社専務取締役 専務執行役員

　営業統括本部長

当社専務取締役 専務執行役員

第１営業本部長

当社常務取締役 常務執行役員
第１営業本部長

当社常務取締役 常務執行役員

営業企画本部長

当社常務取締役 常務執行役員

第３営業本部長（現任）

　

常務取締役
常務執行役員

第２営業本部長
中 野 　  豊昭和23年８月12日生

昭和42年４月株式会社住友銀行

（注）

3、6
30

 (現 株式会社三井住友銀行)入行

平成11年４月 同行　泉北とが支店長

平成14年１月 当社出向　 経理財務部長

平成14年７月 当社取締役 経理財務部長 

平成14年８月 当社取締役 管理統括本部長

 兼 経理財務部長

平成17年７月 当社常務取締役 管理統括本部長

平成18年６月 当社常務取締役 管理統括本部長 

 兼 経理財務部長

平成19年７月

　

平成21年７月

　

平成22年５月

当社常務取締役 常務執行役員

管理統括本部長

 兼 経理財務部長

当社常務取締役 常務執行役員

管理統括本部長

当社常務取締役 常務執行役員

第２営業本部長（現任）

  

EDINET提出書類

日本テレホン株式会社(E05481)

有価証券報告書

35/75



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

監  査  役

（常    

勤）

－ 宮 崎     務昭和21年２月６日生

昭和44年６月富士火災海上保険株式会社入社

（注）4 －

平成12年４月
同社 経営管理部

     コンプライアンス推進室長

平成14年４月同社 検査部 審査役

平成16年12月　当社入社

平成17年６月　当社監査室 室長

平成20年７月　当社常勤監査役（現任）

監  査  役 － 川 口　義 信 昭和22年１月25日生

昭和51年９月近畿第一監査法人勤務 代表社員

（注）2、

5
 　　－

昭和60年８月

 

公認会計士・税理士　 

川口義信事務所所長（現任）

平成12年11月国際第一監査法人

（現 ＫＤＡ監査法人）

代表社員（現任）

 平成17年７月 当社監査役（現任）

監  査  役  － 山 崎　   優 昭和24年７月21日生

昭和56年４月大阪弁護士会に弁護士登録 

（注）2、

5
  　　－

昭和62年４月

 

 梅田総合法律事務所開設

 パートナー（現任）

平成15年11月 株式会社万代　非常勤監査役

（現任）

平成17年７月

平成20年４月　

 当社監査役（現任）

 国立大学法人 大阪大学

非常勤 監事（現任）　

     計  10,162

(注)１．常務取締役業務本部長 高山 明美は、代表取締役社長 高山 守男の配偶者であります。

２．監査役川口 義信および山崎 優は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成23年７月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

４．平成20年７月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５．平成21年７月30日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

 ６．当社では、平成19年７月26日より、取締役の意思決定機能と業務執行者による業務執行機能を分離し、機動的か

つ効率的な経営を行うとともに、コーポレートガバナンスを始めとする内部統制機能を充実・強化することを

目的として、執行役員制度を導入いたしました。

執行役員は６名で、常務取締役常務執行役員業務本部長 高山 明美、常務取締役常務執行役員第３営業本部長 堀

田 憲昭、常務取締役常務執行役員第２営業本部長 中野 豊、執行役員管理本部長兼経営企画部長 茶谷 喜晴、執

行役員第１営業本部長兼ショップ事業部長 森永 博幸、執行役員第２営業本部リユース事業部長 岡田俊哉で構

成されております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、コーポレート・ガバナンスに求められる重要なポイントとして、「経営の透明性」、「経営の説明責

任」、および「法令等の遵守」を挙げております。

  経営理念において、「柔軟で透明度の高い公正な経営」を掲げ、取締役会および監査役会が効率性並びに適法

性のチェックに重点を置いた経営のモニタリングを実施できる体制を維持することが重要と考えております。

  一方、経営の執行者による企業内統治である「内部統制」については、経営の有効性と効率性、財務報告の信頼

性、コンプライアンスの向上と確保に重点を置いた全社的な内部統制システムの構築を進めてまいります。

  これら株主価値の向上を目指すコーポレート・ガバナンスの取り組みは、これを支える内部統制システムが有

効に機能し、相互に連携することで実効性を発揮するものと考えており、企業活動全ての基礎をなすコンプライ

アンスを最重要視し、すべての役員、従業員に徹底すべきものと考えております。

２．会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等

① 会社の機関の内容

  当社では監査役制度を採用しており、常勤監査役1名と社外監査役2名を加えた3名体制としております。監

査役3名は、毎月開催される監査役会および取締役会に参加するほか、常勤監査役1名は経営会議など業務執行

に関係する重要会議に参加しており、取締役と同様の情報に基づいた監査が実施できる環境となっているほ

か、監査役と代表取締役社長との定期的な会合を持つことで、監査役自らが業務の執行状況を直接把握する体

制を整えております。

  また、当社は平成19年7月26日より新たに執行役員制度を導入し6名の執行役員を選任いたしましたが、当社

の組織形態は、「監査役設置会社」を採用しており、法的な意味での「委員会設置会社」ではございませんの

で、委員会設置会社に代表される業務執行と監督機能を組織的に分離するのではなく、監査役会の設置を前提

として取締役会が監督機能を有する仕組みとしております。

これは、当社の事業運営形態に照らして監督機能を発揮するためには、取締役が執行役員を兼務するととも

に業務執行を担当することが有効であると考えていることによるものであります。

当社では、このように会社の機関構成において、社外取締役を選任しておりませんが、経営の監視等を客観

的に行うため、社外の弁護士や公認会計士を始めとする独立役員たる社外監査役２名を選任することにより、

社外の見識を取り入れた業務執行の監視や監査役監査を実施し、経営監視の機能面において、十分にその機能

を発揮する仕組みとしております。

② 内部統制システムの整備の状況

   当社は、内部統制システムの適切な構築と整備・運用が重要な経営課題であるとの認識から、平成18年1月

20日の経営会議において、内部統制システムの構築と整備に向けた「内部統制委員会」を設置し、平成18年5

月19日に開催された取締役会において、内部統制システム構築に関する基本方針を決定し、コンプライアンス

等の観点から不都合がある場合は、適時社長に報告する体制とともに該当部門に改善報告書を提出させ対策

に当たらせております。

  なお、平成18年5月19日開催の取締役会において決定された、内部統制システム構築に関する基本方針は、以

下の通りであります。

1．職務執行の基本方針

    当社は、次に掲げる方針に基づき、すべての取締役、監査役及び使用人（使用人＝社員、嘱託社員、

  契約社員、その他の業務に従事するすべての者）が、法令と社会倫理の遵守を企業活動を行う基本

  とする事を徹底する。

・基本方針・

  経営ビジョン

    私たちは、お客様に快適に幅広くサービスを提供できる「情報通信商社」として社会に貢献する。

・経営理念・

    「柔軟で透明度の高い公正な経営」の実践

    「ベストプライスとベストサービス」の実行

・社員行動指針・

    日本テレホン株式会社は、経営ビジョンのもと、経営理念に従い、従業員の生活向上を目指して行

    動する。

    日本テレホン株式会社は、情報通信関連分野において人々に喜ばれる商品・サービスを提供し、法

    と規則を守り、社会に貢献することを目的とする。

　当社は、これら「経営ビジョン」、「経営理念」、「社員行動指針」のもと、適正な業務執行のため

の体制を整備・運用することが重要な経営の責務であると認識し、係る内部統制システム体制につい
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て、社会情勢、経済情勢、その他の環境変化に応じ不断の見直しを行いその改善と充実を図る。

2．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

  当社は、企業が存立を維持継続するためには、コンプライアンスの徹底が必要不可欠であると認識して

おり、「経営ビジョン」、「経営理念」、「社員行動指針」に掲げた経営の基本方針を遵守するとともに、

法令と社会倫理の遵守を図るべく「コンプライアンス・マニュアル」を整備し、すべての取締役および使

用人が公正で高い倫理観に基づいた企業活動を行うことを徹底するために以下の体制を整備する。

① 代表取締役は、管理担当取締役をコンプライアンス全体に関する総括責任者として任命し、管理本部

に属する各部門を中心にコンプライアンス体制の整備、維持にあたる。

② 管理担当取締役は、企業の行動規範の基本原則である「コンプライアンス・マニュアル」を通じて、

法令と社会倫理の遵守について使用人に対し徹底を図る。

③ 監査室は、コンプライアンス体制の調査、法令並びに定款上の問題の有無を調査し取締役会に報告す

る。

④ 取締役会は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。

⑤ 「法令」、「定款」、「社内規程」、「コンプライアンス・マニュアル」等の遵守について、違反行為

等を認知した場合、取締役および使用人等の通報する「内部通報窓口」を設置する。

3．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

    当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役が職務権限規程に基づ

き決裁した文書等、取締役の職務の執行に係る情報を正確に記録・保存するために以下の体制を整備す

る。

① 代表取締役は、取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理についての総括責任者に管理担当取

締役を任命する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理は、「取締役会規程」、および「文書管理規程」に

定め、これに従い当該情報についての所管の部門が文書又は電磁的媒体に情報を記録し整理・保存を

行う。

③ 取締役の職務の執行に係る情報については、必要に応じて取締役、監査役、会計監査人が閲覧、複写可

能な状態にて整理・保存を行う。

④ 監査室は、取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理について、関連諸規程に準拠して実施さ

れているかについて監査し、必要に応じて取締役会に報告する。

4．損失の危機の管理に関する規程その他の体制

    当社は、様々な損失の危機に対して、危険の大小や発生可能性に応じ、事前に適切な対応策を準備する等

により、損失の危険を最小限にするために以下の体制を整備する。

① 代表取締役は、日常における損失の危険等リスク全般の管理について、総括責任者に管理担当取締役

を任命し、各部門の担当取締役とともに、カテゴリーごとのリスクを体系的に管理するため、既存の

「経理規程」、「与信管理規程」等を充実整備する。

② 当社の経営に重大な影響を与えるリスクが発生又は発生が予測される場合は、代表取締役を対策本部

長とし、管理担当取締役を副本部長とする「リスク対策本部」を設置するとともに、顧問弁護士等を

含む外部アドバイザーチームの組成を行い、損害の拡大を防止し損害を最小限に止める体制を整備す

る。

③ 監査室は、各部門におけるカテゴリーごとのリスク管理状況を監査し、その結果を取締役会又は経営

会議に報告する体制を整備する。

5．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

    当社は、社会情勢、経済情勢、その他の環境変化に対応した社会全体の将来ビジョンに対応するため、中

期経営計画および単年度の経営計画を策定し、経営計画を達成するために取締役の職務権限と担当業務を

明確にし職務の執行を効率的に行うために以下の体制を整備する。

① 代表取締役は、管理担当取締役を取締役の職務の効率性に関しての総括責任者に任命し、中期経営計

画および単年度の経営計画に基づいた各部門の目標に対し、職務の執行が効率的に行われるよう監督

する。

② 各部門の担当取締役は、経営計画に基づき担当部門として実行すべき具体的な施策および効率的な業

務遂行体制を決定し、総括責任者はその遂行状況について担当取締役に、取締役会において定期的に

報告させる体制を整備する。

 ③ 取締役会は、法令の遵守と社会倫理の遵守等、基本理念のもと経営目標の達成に向けて職務を遂行し、

取締役会がその実績について管理を行う体制を整備する。

6．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制と当

該使用人の取締役からの独立性に関する事項 
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  当社は、当社の規模から当面監査役の職務を補助する使用人は置かない。監査役がその職務を補助すべ

き使用人を置くことを求めた場合、その要請に対応すべく以下の体制を整備する。

① 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、取締役会は監査役と協議のうえ必

要に応じ、監査室要員を監査役を補助すべき使用人として指名することが出来るものとする。

② 監査役がその職務の遂行のために指定する使用人の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については、

監査役会の同意を得たうえで決定するものとし、取締役からの独立性を確保する体制を整備する。

 7．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

  当社は、取締役および使用人が業務又は業績に著しい影響のある事実、並びに不正行為や違法行為等の

コンプライアンスに反する事項を認識した場合の他、取締役会に付議すべき重要な事項と決定事項、経営

会議その他重要な会議での決定事項、重要な会計方針・会計基準の変更、内部監査の実施状況、月次決算報

告、その他必要な重要事項について、監査役に報告する体制を整備する。

 8．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

  当社は、監査役の監査が実効的に行われることを確保するために以下の体制を整備する。

① 監査役は、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題について意見交換を行う。

② 監査役は、監査室と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて監査室に調査を求める。

③ 監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見および情報の交換を行うとともに、必要に応じて会

計監査人に報告を求める。

④ 監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会および経営会議等

の重要な会議に出席するとともに、稟議書等の業務執行に係る重要な文書を閲覧し、取締役及び使用

人に説明を求める。

 9．反社会的勢力排除に向けた体制 

  当社は、反社会的勢力による経営活動への関与を一切拒絶し、健全な会社経営を行うために以下の事

項を遵守する体制を維持整備する。 

① 市民社会の秩序や安全に脅威を与え、経済活動に障害となる反社会的勢力・団体等に対し、関係を一

切持たない。 

② 反社会的勢力から不当な要求を受けた場合、金銭等による安易な妥協や解決をしない。 

③ 反社会的勢力とは、合法・非合法に係わらず、また名目の如何を問わず一切取引を行わない。 

④ 企業活動において、反社会的勢力を利用しない。 

③ リスク管理体制の整備の状況

  当社は、株主利益の観点から、経営管理体制として業務執行を監督する機能の分別化と強力化を図るため、

取締役会と監査役会が、経営者たる代表取締役並びに取締役を監視・監督するシステムを採用しており、株

主総会が取締役並びに監査役を選任し、選任された取締役によって構成される取締役会は代表取締役を選任

し、各取締役の職務の執行状況について互いに監督するとともに、監査役会は取締役および代表取締役の職

務の執行を監査するダブルチェックの体制を採用しております。

  また、取締役４名で構成する取締役会を毎月１回開催し、重要事項の付議および業績の報告等を行ってお

ります。取締役会における経営上の意思決定は、６名の執行役員（平成19年７月26日より執行役員制を導

入）により、事業運営の迅速化、効率化および内部統制、事業リスク等への対応に取り組んでおり、取締役会

のほか各部門の現状把握や懸念事項および事業リスクや対策等の情報が速やかに経営判断に活かされるよ

う、原則として毎月１回、各取締役および執行役員、関係部門責任者で構成する経営会議を開催しておりま

す。

④ 反社会的勢力排除に向けた整備状況 

  当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは一切の関係を遮断し、断固として

対決することを明文化した「コンプライアンス・マニュアル」を平成18年9月に整備し、すべての取締役、監

査役および従業員が、公正で高い倫理観に基づいた企業活動を行うことを徹底するため、取締役、監査役、従

業員に対して、「法令」、「定款」、「社内規程」等の遵守についてのコンプライアンス教育研修を実施いた

しました。また、反社会的勢力・団体に対する、対応部署を定め、管轄警察署をはじめ、関係機関が主催する連

絡会等、その他外部の専門機関に加入し、指導を仰ぐとともに、講習への参加等を通じ情報収集・管理に努め

ております。

⑤ 内部監査および監査役監査、会計監査の状況

　当社は、独立した組織として社長直属の監査室を設置しており、監査室の人員は監査室長1名となっており

ますが、監査役や会計監査人との連携のもとに、組織の最小単位である直営店およびこれらを管理統括する

本部機能に対し計画的な監査を実施することにより、内部管理体制の継続的な改善に努めております。

　監査役監査としましては、常勤監査役１名と独立性の高い独立役員たる社外監査役２名による計３名での
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監査体制を採用しており、社外監査役には公認会計士や弁護士など専門性の高い要員を配し、取締役会への

出席および直営店への臨店のほか、常勤監査役による重要な決裁文書の閲覧結果等について、監査役会を通

じて相互に情報の共有化を諮りつつ、監査室並びに関係者からのヒアリング等を通じて、取締役の業務の執

行状況、財産管理状況等について期中監査を行ったうえで、これらの情報を踏まえ期末の監査を実施してお

ります。

　また、会社法および金融商品取引法に基づく監査としましては、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締

結し会計監査を受けております。

　なお、業務を執行した公認会計士の氏名等および業務執行・監査の仕組み、内部統制の仕組みの模式図は次

のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名等

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 監査業務にかかる
補助者の構成

 指定有限責任社員 業務執行社員    山 田　美 樹
 有限責任監査法人トーマツ 公認会計士 ５名

会計士補等 ４名 指定有限責任社員 業務執行社員    千 﨑  育 利

なお、有限責任監査法人トーマツは、平成23年７月27日開催の第23期定時株主総会の終結の時をもって任

期満了となり退任したため、当社は、同株主総会において新たに会計監査人として、仰星監査法人を選任して

おります。　

図表）業務執行・監査の仕組み、内部統制の仕組みの模式図
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⑥ 役員報酬の内容等

イ.当事業年度の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数　

役　員　区　分 報酬等の総額 基 本 報 酬
対象となる役員

の員数（人）

取　締　役

 （社外取締役を除く）
　73,153千円 73,153千円 　６名

監  査  役

 （社外監査役を除く）
7,752千円 7,752千円 　１名

社 外 役 員 　3,600千円 　3,600千円 　２名

（注）１．取締役の報酬等の総額および基本報酬には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれており
ません。

２．取締役の報酬等の総額および基本報酬、対象となる役員の員数には、昨年総会前に辞任した取締
役２名分を含みます。　

 ロ.提出会社の役員ごとの報酬等の総額

報酬等の総額が１億円以上である役員が存在しないため、記載しておりません。

 ハ.役員報酬の決定方針等

当社は、取締役および監査役の報酬について、決定プロセスの透明性と金額の妥当性の確保のため、株主総

会において決議された報酬等総額の範囲内において、取締役会および監査役会がこれを決定しております。

また、各取締役への報酬額につきましては、代表取締役が業績状況や取締役の報酬水準等を勘案して決定

を行い、各監査役への報酬額は、監査役の協議により決定しております。　

３．社外取締役および社外監査役

① 会社と会社の社外取締役および社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係の概要

当社は、社外監査役を２名選任しております。

社外監査役２名につきましては、弁護士および公認会計としての専門性と経験が豊富であり、経営に対する

客観的な中立性に鑑み、当社の社外監査役として適任であるとともに、一般株主との間に利益相反が生じる恐

れがないと判断したことにより、独立役員として選任しており、社外監査役２名と当社との間における人的関

係、資本的関係または取引関係その他利害関係は一切ありません。

② 社外取締役および社外監査役の機能・役割等

当社は、監査役制度を採用しており、常勤監査役１名と独立性の高い独立役員たる社外監査役２名による３

名体制としており、監査役３名は、毎月開催される監査役会および取締役会に参加するほか、常勤監査役１名は

経営会議など業務執行に関係する重要会議に参加しており、取締役と同様の情報に基づいた監査が実施できる

環境となっているほか、監査役と代表取締役社長との定期的な会合を持つことで、監査役自らが業務の執行状

況を直接把握する体制を整えております。

また、当社は平成19年７月26日より新たに執行役員制度を導入し６名の執行役員を選任いたしましたが、当

社の組織形態は、「監査役設置会社」を採用しており、法的な意味での「委員会等設置会社」ではございませ

ん。委員会等設置会社に代表される業務執行と監督機能を組織的に分離するのではなく、監査役会の設置を前

提として取締役会が監督機能を有する仕組みとしております。

これは、当社の事業運営形態に照らして監督機能を発揮するためには、取締役が執行役員を兼務するととも

に業務執行を担当することが有効であると考えていることによるものであります。

当社では、このように会社の機関構成において、社外取締役を選任しておりませんが、経営の監視等を客観的

に行うため、社外の弁護士や公認会計士を始めとする独立役員たる社外監査役２名を選任することにより、社

外の見識を取り入れた業務執行の監視や監査役監査を実施することで、経営監視の機能面において、十分にそ

の機能を発揮していると判断しております。

また、監査役は、会計監査人より会計監査の結果を聴取し、監査の充実を図るとともに、四半期末および事業

年度末の他、必要に応じて会計監査人に対し、業務上や会計上の意見および情報についての報告を求めており、

一方、社内においては独立した組織として社長直属の監査室を設置し、組織の最小単位である直営店およびこ

れらを管理統括する本部機能に対し計画的な監査を実施することで、内部管理体制の継続的な改善に努めてお

り、監査役は、監査室と緊密な連携を保つとともに、監査結果に対する報告を随時求め、必要に応じ調査を求め

ることが出来る体制を整えております。

 

４．会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況
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　当社では、平成18年５月19日に開催された取締役会において、内部統制システムの構築に関する基本方針を決

定し、「経営ビジョン」、「経営理念」、「社員行動指針」に掲げた経営の基本方針の遵守とともに、法令と社

会倫理の遵守を図るべく「コンプライアンス・マニュアル」の整備・改定等を行ってまいりました。

  この「コンプライアンス・マニュアル」の整備・改定等により、すべての取締役、監査役および従業員が公

正で高い倫理観に基づいた企業活動を行うことを徹底するため、「内部統制委員会」を定期的に開催し、同委

員会を中心とした教育研修を継続的に実施してまいりました。

また、「法令」、「定款」、「社内規程」、「コンプライアンス・マニュアル」等の遵守について、違反行為等

のリスク情報の早期把握と従業員からの相談窓口として、「公益通報者保護法」制定の趣旨に則り、社外の弁

護士を含めたコンプライアンスに関する報告・相談ルートを整備し、「内部通報窓口」の設置等により、コン

プライアンスの遵守に向けた啓蒙活動を図ってまいりました。

５．取締役の定数

当社の取締役は、６名以内とする旨を定款で定めております。

６．取締役の選任の決議要件

  当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

  また、取締役の選任決議については、累積投票によらない旨、定款で定めております。

７．責任限定契約の内容の概要

  当社と社外監査役２名とは、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約

に基づく損害賠償責任限度額は、会社法第425条第1項に定める最低責任限度額であります。
　

８．株主総会決議事項を取締役会で決議することが出来る事項およびその理由

① 自己株式の取得

  当社は、自己株式の取得について、企業環境の変化に対応し機動的な資本政策の遂行を可能とするため、

会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって自己株式を取得することができる旨を定款

で定めております。

  このような定款の規定を設けた理由につきましては、機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的

とするためであります。

② 中間配当

  当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを目的として、会社法第454条第５項の規定により、取締役

会の決議によって、毎年10月31日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款で定めております。

  このような定款の規定を設けた理由につきましては、株主への機動的な利益還元を可能とすることを目

的とするためであります。

③ 取締役及び監査役の責任免除

  当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって会社法第423条第１項の取締役（取

締役であった者を含む。）および監査役（監査役であった者を含む。）の賠償責任を法令の定める限度にお

いて免除することができる旨を定款で定めております。

  このような定款の規定を設けた理由につきましては、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その

能力を十分に発揮して、期待される役割を果しうる環境を整備することを目的とするためであります。

９．株主総会の特別決議要件を変更した内容およびその理由

  当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めて

おります。

  このような定款の規定を設けた理由につきましては、株主総会における特別決議の定足数を緩和することに

より、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするためであります。

１０．株式保有の状況

  ① 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

       該当事項はありません。　

  ② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額が資本

金額の100分の１を超える銘柄
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       該当事項はありません。　

  ③ 保有目的が純投資目的である投資株式

       該当事項はありません。　

　

（２）【監査報酬の内容等】

　① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）

22,000 － 21,500 －

　② 【その他重要な報酬の内容】　　

(前事業年度）　

　該当事項はありません。

(当事業年度）　

　該当事項はありません。

　③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(前事業年度）　

  該当事項はありません。

(当事業年度）　　

　　該当事項はありません。

　④ 【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づき作成しております。

　なお、第22期事業年度（平成21年５月１日から平成22年４月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第23

期事業年度（平成22年５月１日から平成23年４月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第22期事業年度（平成21年５月１日から平成22年４月

30日まで）及び第23期事業年度（平成22年５月１日から平成23年４月30日まで）の財務諸表について有限責任監査

法人トーマツにより監査を受けております。

　

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を適

切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができるできる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入しております。
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年４月30日)

当事業年度
(平成23年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 350,631 165,078

売掛金 631,597 636,398

商品 240,298 229,840

貯蔵品 570 1,392

前払費用 41,226 39,012

未収入金 13,838 31,518

その他 215 200

流動資産合計 1,278,378 1,103,441

固定資産

有形固定資産

建物 217,398 218,934

減価償却累計額 △108,663 △120,968

建物（純額） 108,735 97,965

工具、器具及び備品 279,762 264,424

減価償却累計額 △229,432 △218,990

工具、器具及び備品（純額） 50,330 45,434

リース資産 － 5,886

減価償却累計額 － △294

リース資産（純額） － 5,591

有形固定資産合計 159,066 148,991

無形固定資産

のれん 2,400 1,200

商標権 607 490

ソフトウエア 6,927 21,183

電話加入権 18,863 11,664

ソフトウエア仮勘定 12,180 －

無形固定資産合計 40,977 34,538

投資その他の資産

出資金 367 270

破産更生債権等 2,471 2,471

長期前払費用 10,808 14,457

差入保証金 655,119 546,545

保険積立金 241 241

貸倒引当金 △2,471 △2,471

投資その他の資産合計 666,536 561,515

固定資産合計 866,580 745,044

繰延資産

社債発行費 1,363 571

繰延資産合計 1,363 571

資産合計 2,146,322 1,849,058
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年４月30日)

当事業年度
(平成23年４月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 478,643 503,988

短期借入金 41,676 130,989

1年内返済予定の長期借入金 8,359 －

1年内償還予定の社債 420,000 20,000

リース債務 － 1,236

未払金 27,626 33,615

未払費用 50,194 50,964

未払法人税等 8,876 9,028

未払消費税等 － 7,884

前受金 14 31,887

預り金 67,821 81,566

前受収益 959 54,555

賞与引当金 15,725 14,839

短期解約返戻引当金 3,387 3,571

流動負債合計 1,123,283 944,126

固定負債

社債 40,000 20,000

リース債務 － 4,635

繰延税金負債 － 4,026

退職給付引当金 6,054 13,598

資産除去債務 － 24,644

長期未払金 58,764 58,764

長期預り保証金 10,800 10,800

固定負債合計 115,619 136,467

負債合計 1,238,902 1,080,594

純資産の部

株主資本

資本金 594,500 634,728

資本剰余金

資本準備金 264,700 304,925

資本剰余金合計 264,700 304,925

利益剰余金

利益準備金 31,627 31,627

その他利益剰余金

別途積立金 390,000 390,000

繰越利益剰余金 △373,407 △592,817

利益剰余金合計 48,219 △171,190

株主資本合計 907,419 768,463

純資産合計 907,419 768,463

負債純資産合計 2,146,322 1,849,058
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年５月１日
　至　平成22年４月30日)

当事業年度
(自　平成22年５月１日
　至　平成23年４月30日)

売上高

商品売上高 3,659,258 3,102,230

受取手数料 3,290,431 3,178,836

売上高合計 6,949,689 6,281,066

売上原価

期首販売用電話加入権及び商品たな卸高 211,885 240,298

当期販売用電話加入権及び商品仕入高 5,425,109 4,760,551

合計 5,636,994 5,000,849

他勘定振替高 ※1
 452

※1
 △984

期末販売用電話加入権及び商品たな卸高 240,298 229,840

差引売上原価 5,396,243 4,771,993

その他の原価 24,657 43,334

売上原価合計 5,420,901 4,815,327

売上総利益 1,528,788 1,465,739

販売費及び一般管理費

販売手数料 36,556 4,945

電話加入権販売名義変更手数料 5,701 3,833

役員報酬 101,173 84,505

給与手当 567,184 623,280

賞与引当金繰入額 15,725 14,839

退職給付費用 2,621 9,604

法定福利費 79,569 90,161

雑給 2,655 7,684

広告宣伝費 10,266 12,486

地代家賃 424,919 393,461

リース料 13,166 9,958

旅費及び交通費 37,955 42,511

通信費 48,136 47,416

販売促進費 6,391 21,212

減価償却費 62,140 51,453

その他 203,699 211,394

販売費及び一般管理費合計 1,617,862 1,628,748

営業損失（△） △89,074 △163,009

営業外収益

受取利息 640 250

営業支援金収入 11,868 14,074

その他 6,893 6,193

営業外収益合計 19,403 20,519
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年５月１日
　至　平成22年４月30日)

当事業年度
(自　平成22年５月１日
　至　平成23年４月30日)

営業外費用

支払利息 2,540 4,120

社債利息 7,069 2,251

社債発行費償却 2,233 792

支払保証料 3,282 1,151

その他 1,344 3,794

営業外費用合計 16,470 12,110

経常損失（△） △86,142 △154,600

特別利益

貸倒引当金戻入額 70 －

原状回復費等戻入益 － 4,972

賃貸借契約解約損戻入益 － 1,322

特別利益合計 70 6,294

特別損失

固定資産除却損 ※2
 6,839

※2
 8,287

賃貸借契約解約損 3,032 10,696

減損損失 ※3
 6,490

※3
 24,992

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17,819

特別損失合計 16,361 61,795

税引前当期純損失（△） △102,434 △210,101

法人税、住民税及び事業税 5,621 5,282

法人税等調整額 － 4,026

法人税等合計 5,621 9,308

当期純損失（△） △108,055 △219,409
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年５月１日
　至　平成22年４月30日)

当事業年度
(自　平成22年５月１日
　至　平成23年４月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 594,500 594,500

当期変動額

新株の発行 － 40,228

当期変動額合計 － 40,228

当期末残高 594,500 634,728

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 264,700 264,700

当期変動額

新株の発行 － 40,225

当期変動額合計 － 40,225

当期末残高 264,700 304,925

資本剰余金合計

前期末残高 264,700 264,700

当期変動額

新株の発行 － 40,225

当期変動額合計 － 40,225

当期末残高 264,700 304,925

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 31,627 31,627

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 31,627 31,627

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 390,000 390,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 390,000 390,000

繰越利益剰余金

前期末残高 △265,352 △373,407

当期変動額

当期純損失（△） △108,055 △219,409

当期変動額合計 △108,055 △219,409

当期末残高 △373,407 △592,817

利益剰余金合計

前期末残高 156,274 48,219
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年５月１日
　至　平成22年４月30日)

当事業年度
(自　平成22年５月１日
　至　平成23年４月30日)

当期変動額

当期純損失（△） △108,055 △219,409

当期変動額合計 △108,055 △219,409

当期末残高 48,219 △171,190

株主資本合計

前期末残高 1,015,474 907,419

当期変動額

当期純損失（△） △108,055 △219,409

新株の発行 － 80,454

当期変動額合計 △108,055 △138,955

当期末残高 907,419 768,463

純資産合計

前期末残高 1,015,474 907,419

当期変動額

当期純損失（△） △108,055 △219,409

新株の発行 － 80,454

当期変動額合計 △108,055 △138,955

当期末残高 907,419 768,463
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年５月１日
　至　平成22年４月30日)

当事業年度
(自　平成22年５月１日
　至　平成23年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △102,434 △210,101

減価償却費 62,140 52,425

減損損失 6,490 24,992

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17,819

原状回復費等戻入益 － △4,972

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,327 △886

短期解約返戻引当金の増減額（△減少） 502 183

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,238 7,543

貸倒引当金の増減額（△は減少） △70 －

受取利息及び受取配当金 △640 △250

支払利息及び社債利息 9,610 6,372

固定資産除却損 6,839 8,287

売上債権の増減額（△は増加） △9,285 △4,800

たな卸資産の増減額（△は増加） △28,296 9,635

仕入債務の増減額（△は減少） △1,692 25,344

その他 14,687 117,963

小計 △48,714 49,557

利息及び配当金の受取額 808 377

利息の支払額 △9,360 △7,894

法人税等の支払額 △6,235 △5,492

営業活動によるキャッシュ・フロー △63,501 36,548

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △192,493 －

定期預金の払戻による収入 192,255 192,493

固定資産の取得による支出 △14,869 △50,491

差入保証金の差入による支出 △2,768 △28,307

差入保証金の回収による収入 34,223 118,669

資産除去債務の履行に伴う支出 － △3,070

その他 △4,194 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 12,153 229,293

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △49,992 89,313

長期借入金の返済による支出 △50,014 △8,359

社債の償還による支出 △20,000 △420,000

株式の発行による収入 － 80,454

配当金の支払額 △27 －

リース債務の返済による支出 － △309

財務活動によるキャッシュ・フロー △120,033 △258,900

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △171,382 6,941

現金及び現金同等物の期首残高 329,519 158,137

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 158,137

※
 165,078
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【重要な会計方針】

項    目
前事業年度

（自　平成21年５月１日
至　平成22年４月30日）

当事業年度
（自　平成22年５月１日
至　平成23年４月30日）

１．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

①　商  品

　先入先出法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用してお

ります。

　なお、販売用電話加入権については総

平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しておりま

す。

①　商  品

同　　左　

　 ②　貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

②　貯蔵品

同　　左

２．固定資産の減価償却の

方法

①　有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年4月1日以降

取得した建物（建物付属設備を除く）

については定額法）を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　14年

器具備品　　　　３年～15年

①　有形固定資産（リース資産を除く）

同　　左

　 ②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。また、のれんについては定額法（５

年）、商標権については、定額法（10

年）を採用しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

同　　左

　 ③　リース資産

──────

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

３．繰延資産の処理方法 ①  株式交付費

──────

②　社債発行費

　社債の償還までの期間にわたり、定額

法により償却しております。

①  株式交付費

 　 支出時に全額費用処理しております。

②　社債発行費

同    左
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項    目
前事業年度

（自　平成21年５月１日
至　平成22年４月30日）

当事業年度
（自　平成22年５月１日
至　平成23年４月30日）

４．引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

同    左

 ②　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えて、賞与支

給見込額の当事業年度負担額を計上し

ております。

②　賞与引当金

同    左

 ③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

  なお、退職給付引当金の対象従業員

が300名未満であるため簡便法によっ

ております。

③　退職給付引当金

同    左

 ④　短期解約返戻引当金

　携帯電話契約者の短期解約に伴い移

動体通信事業者等に対して返金する受

取手数料の支払いに備えるため、短期

解約実績率に基づく見込額を引当計上

しております。

④　短期解約返戻引当金

同    左

５．キャッシュ・フロー計

算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。

同    左

６．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同    左

　

【会計方針の変更】

前事業年度
（自　平成21年５月１日
　　至　平成22年４月30日）

当事業年度
（自　平成22年５月１日
　　至　平成23年４月30日）

  ──────　 （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年3月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第21号　平成20年3月31日）を適用しております。

　これにより、営業損失が2,159千円、経常損失が2,159千

円、税引前四半期純損失が19,979千円それぞれ増加してお

ります。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

　前事業年度（自　平成21年５月１日　至　平成22年４月30日）及び当事業年度（自　平成22年５月１日　至　平成23年４

月30日）

　該当事項はありません。　

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年５月１日
至　平成22年４月30日）

当事業年度
（自　平成22年５月１日
至　平成23年４月30日）

※１　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費

（広告宣伝費等） 452千円

販売費及び一般管理費 △984千円

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 1,226千円

器具備品 1,808千円

店舗設備等の除却に要した費用 3,804千円

器具備品 8,287千円

※３　減損損失

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について、減損損失を計上しました。

※３　減損損失

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について、減損損失を計上しました。

場 所  用 途 種 類

首都圏  １店舗情報通信ショップ
建物および

長期前払費用

  当社は、店舗ごとに資産をグルーピングしております。
  情報通信ショップ１店舗につきましては、競争の激化
による店舗環境の著しい悪化により営業活動から生じる
キャッシュ・フローのマイナスが継続しており、今後長
期間にわたり店舗環境の回復が見込めないため、当該店
舗に係る資産の回収可能価額について使用価値をゼロと
し、帳簿価額全額 6,490千円を減損損失に計上しており
ます。 

なお、減損損失の内訳は次のとおりであります。

建物 6,112千円

長期前払費用 377千円

場 所  用 途 種 類

首都圏 3店舗

関西圏 1店舗　

情報通信ショップ

および専門ショップ

建物および

長期前払費用

大阪本社 店舗の電話加入権 電話加入権

  当社は、店舗ごとに資産をグルーピングしております。
  情報通信ショップ3店舗並びに専門ショップ１店舗に
つきましては、競争の激化による店舗環境の著しい悪化
により営業活動から生じるキャッシュ・フローのマイナ
スが継続しており、今後長期間にわたり店舗環境の回復
が見込めないため、当該店舗に係る資産の回収可能価額
について使用価値をゼロとし、帳簿価額全額 17,788千円
を減損損失に計上しております。 
　また、当社が保有する電話加入権（施設設置負担金）に
ついて、店舗の閉鎖による利用休止に伴い、これら電話回
線に係る電話加入権を市場価格に基づく売却可能価額を
回収可能価額として、帳簿価額 18,863 千円の内、 7,204
千円を減損損失に計上しております。　　
　なお、減損損失の内訳は次のとおりであります。

建物 17,196千円

長期前払費用 592千円

電話加入権　 7,204千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成21年５月１日　至　平成22年４月30日）

１．発行済株式に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 31,000 － － 31,000

合計 31,000 － － 31,000

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成22年５月１日　至　平成23年４月30日）

１．発行済株式に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式　(注） 31,000 3,090 － 34,090

合計 31,000 3,090 － 34,090　

（注）発行済株式数の増加3,090千株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年５月１日
至　平成22年４月30日）

当事業年度
（自　平成22年５月１日
至　平成23年４月30日）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載さ

れている科目の金額との関係

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載さ

れている科目の金額との関係

（平成22年４月30日現在） （平成23年４月30日現在）

現金及び預金勘定      350,631千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
   △192,493千円

現金及び現金同等物    158,137千円

 

現金及び預金勘定      165,078千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
   －千円

現金及び現金同等物    165,078千円
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成21年５月１日
至　平成22年４月30日）

当事業年度
（自　平成22年５月１日
至　平成23年４月30日）

　──────　 ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

主として、店舗並びに事業所のデジタル複合機

（器具及び備品）であります。

② リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ており、その内容は次の通りであります。

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　対象となるリース契約は、当事業年度において期間満了

に伴い契約が終了したので、期末残高はありません。

──────

（2）未経過リース料期末残高相当額  

　対象となるリース契約は、当事業年度において期間満了

に伴い契約が終了したので、期末残高はありません。

 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額  

支払リース料 669千円

減価償却費相当額 644千円

支払利息相当額 4千円

　

（4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　

（5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

　

（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（金融商品関係）

前事業年度（自　平成21年５月１日　至　平成22年４月30日）

１．金融商品の状況に関する事項　

(1)金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等元本保証のものに限定し、また、資金調達については銀行借入及

び社債による方針です。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されています。信用リスクの管理は与信管理規程や販売管理

規程に基づき取引相手ごとに期日及び残高を管理しております。また、為替の変動リスクもありません。

営業債務である買掛金は全て短期間の支払期日であり、為替の変動リスクもありません。

借入金・社債は設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は最長決算日後3年でありま

す。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の債務不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については販売管理規程に従い、営業統括本部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし

ております。また、債権会議により取引先毎に債権の期日及び残高状況の報告を求め、回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。

②市場リスク（金利の変動リスク）の管理

銀行借入については、全て固定金利で調達している為、市場リスクに晒されておりません。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

経理財務部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスク

を管理しております。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年４月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　
貸借対照表計上額（千

円）
　時価（千円） 　差額（千円）

　(1)現金及び預金 　350,631 350,631 －　

　(2)売掛金 631,597 631,597 －　

　(3)差入保証金 655,119 653,151　 　△1,968

　　　資産計 1,637,348　 1,635,380　 △1,968　

　(1)買掛金 478,643　 478,643　 －　

　(2)短期借入金 41,676　 41,676　 －　

　(3)１年内返済予定の長期借入金 8,359　 8,160　 △198　

　(4)１年内償還予定の社債 420,000　 412,279　 △7,720　

　(5) 社債 40,000　 37,821　 △2,178　

　　　負債計 988,678　 978,582　 △10,096　

(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産　

(1)現金及び預金、(2)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3)差入保証金

これらの時価については契約先ごとにその将来のキャッシュ・フローを国債の調達利回り等適切な指

標の利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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負　債　

(1)買掛金　

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(2)短期借入金　

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3)１年内返済予定の長期借入金　

これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。

(4)１年以内償還予定の社債、(5)社債

これらの時価は、元利金の合計額を同様の社債を発行した場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。

２．金銭債権の決算日後の償還予定額

　
１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年内

（千円）

10年超

（千円）

　(1)現金及び預金 350,631 － － －

　(2)売掛金 631,597 － － －

　　　資産計 982,229　 － － －

(注) 差入保証金については、償還予定時期を合理的に判断することが困難なため、記載を省略しておりま

す。

３．社債及び長期借入金の決算日後の返済予定額　

　　附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」をご参照下さい。　

（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年3月10日）を適用しており

ます。

　

当事業年度（自　平成22年５月１日　至　平成23年４月30日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等元本保証のものに限定し、また、資金調達については銀行借入及

び社債による方針です。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されています。信用リスクの管理は与信管理規程や販売管理

規程に基づき取引相手ごとに期日及び残高を管理しております。また、為替の変動リスクもありません。

営業債務である買掛金は全て短期間の支払期日であり、為替の変動リスクもありません。

借入金・社債は設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は最長決算日後2年でありま

す。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の債務不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については販売管理規程に従い、各営業本部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングして

おります。また、債権会議により取引先毎に債権の期日及び残高状況の報告を求め、回収懸念の早期把握や軽

減を図っております。

②市場リスク（金利の変動リスク）の管理

銀行借入については、全て固定金利で調達している為、市場リスクに晒されておりません。
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③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

経理財務部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスク

を管理しております。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成23年４月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　
貸借対照表計上額（千

円）
　時価（千円） 　差額（千円）

　(1)現金及び預金 　165,078 165,078 －　

　(2)売掛金 636,398 636,398 －　

　(3)差入保証金 546,545 543,062　 　△3,483

　　　資産計 1,348,022　 1,344,539　 △3,483　

　(1)買掛金 503,988　 503,988　 －　

　(2)短期借入金 130,989　 130,989　 －　

　(3)１年内償還予定の社債 20,000　 19,834　 △165　

　(4)社債 20,000　 19,069　 △930　

　　　負債計 674,977　 673,881　 △1,095　

(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産　

(1)現金及び預金、(2)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3)差入保証金

これらの時価については契約先ごとにその将来のキャッシュ・フローを国債の調達利回り等適切な指

標の利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負　債　

(1)買掛金、(2)短期借入金　

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3)１年以内償還予定の社債、(4)社債

これらの時価は、元利金の合計額を同様の社債を発行した場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。

２．金銭債権の決算日後の償還予定額

　
１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年内

（千円）

10年超

（千円）

　(1)現金及び預金 165,078 － － －

　(2)売掛金 636,398 － － －

　　　資産計 801,476　 － － －

(注) 差入保証金については、償還予定時期を合理的に判断することが困難なため、記載を省略しておりま

す。

３．社債の決算日後の返済予定額　

　　附属明細表「社債明細表」をご参照下さい。　　
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（有価証券関係）

　前事業年度（自　平成21年５月１日　至　平成22年４月30日）及び当事業年度（自　平成22年５月１日　至　平成23年４

月30日）

　当社は有価証券を全く保有しておりませんので、該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　前事業年度（自　平成21年５月１日  至　平成22年４月30日）及び当事業年度（自　平成22年５月１日  至　平成23年

４月30日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しております。

２．退職給付債務及びその内訳

 
前事業年度

（平成22年４月30日）
当事業年度

（平成23年４月30日）

(1)退職給付債務 △48,198千円  △52,172千円  

(2)年金資産 42,144千円  38,574千円  

(3)未積立退職給付債務(1)+(2) △6,054千円  △13,598千円  

(4)会計基準変更時差異の未処理額 －  －  

(5)未認識数理計算上の差異 －  －  

(6)未認識過去勤務債務（債務の減） －  －  

(7)貸借対照表計上額純額

(3)+(4)+(5)+(6)
△6,054千円  △13,598千円

　

　

(8)前払年金費用 －  －  

(9)退職給付引当金(7)-(8) △6,054千円  △13,598千円  

３．退職給付費用の内訳

 
前事業年度

（自　平成21年５月１日
至　平成22年４月30日）

当事業年度
（自　平成22年５月１日
至　平成23年４月30日）

退職給付費用   2,621千円   9,604千円  

(1) 勤務費用  2,621千円   9,604千円  

(2) 利息費用  －   －  

(3) 期待運用収益（減算）  －   －  

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額 －   －  

(5) 数理計算上の差異の費用処理額  －   －  

　（注）　当社は簡便法により退職給付債務を計算しているため、勤務費用と利息費用は勤務費用に含めて処理しておりま

す。

（ストック・オプション等関係）

　前事業年度（自　平成21年５月１日　至　平成22年４月30日）及び当事業年度（自　平成22年５月１日  至　平成23年

４月30日）　

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成21年５月１日
至　平成22年４月30日）

当事業年度
（自　平成22年５月１日
至　平成23年４月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 1,388千円

賞与引当金 6,384千円

たな卸資産 717千円

未払費用  3,881千円

短期解約返戻引当金 1,375千円

その他 143千円

小計 13,890千円

 評価性引当額 △13,890千円

 計 －千円

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 1,535千円

賞与引当金  6,024千円

たな卸資産 340千円

未払費用 2,736千円

短期解約返戻引当金 1,449千円

前受収益 21,564千円

前受金 12,941千円

その他 517千円

小計 47,111千円

 評価性引当額 △47,111千円

 計 －千円

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金 1,003千円

退職給付引当金 2,458千円

固定資産 25,527千円

長期未払金 23,858千円

繰越欠損金 202,977千円

 小計 255,825千円

　評価性引当額 △255,825千円

 　　　　　計

繰延税金資産合計

－千円

－千円

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金 1,003千円

退職給付引当金 5,520千円

固定資産 19,805千円

長期未払金 23,858千円

資産除去債務 10,005千円

繰越欠損金 251,316千円

 小計 311,510千円

　評価性引当額 △311,510千円

 　　　　　計

繰延税金資産合計

－千円

－千円

繰延税金負債  

資産除去債務 4,026千円

繰延税金負債合計 4,026千円

繰延税金負債純額 4,026千円

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.1％

住民税均等割等 △5.5％

評価性引当金　 △40.5％

その他 △0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △5.5％

　

法定実効税率 40.6％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.2％

住民税均等割等 △2.5％

評価性引当金 △42.3％

その他 △0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △4.4％

　

（持分法損益等）

　前事業年度（自　平成21年５月１日　至　平成22年４月30日）及び当事業年度（自　平成22年５月１日　至　平成23年４

月30日）

　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

　前事業年度（自　平成21年５月１日　至　平成22年４月30日）及び当事業年度（自　平成22年５月１日　至　平成23年４

月30日）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

当事業年度末（平成23年４月30日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　販売店舗用の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
　

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から14年と見積り、割引率は1.676%～1.776％を使用して資産除去債務の金額を計算して

おります。
　

ハ　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高（注） 28,766 千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 1,557

時の経過による調整額 770

資産除去債務の履行による減少額 △6,450

期末残高 24,644

（注）当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を

適用したことによる期首時点における残高であります。

　

（賃貸等不動産関係）

　前事業年度（自　平成21年５月１日　至　平成22年４月30日）及び当事業年度（自　平成22年５月１日　至　平成23年４

月30日）

　該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当事業年度（自  平成22年５月１日  至  平成23年４月30日）

　

　当社は、情報通信関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　　

【関連情報】

当事業年度（自  平成22年５月１日  至  平成23年４月30日）

１．製品及びサービスごとの情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 
移動体通信
関連事業

固定通信
関連事業

その他の事業 合計

外部顧客への売上高（千円） 5,907,401 77,702 295,9636,281,066

　　

２．地域ごとの情報　

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　　

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。　
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３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名
ソフトバンクモバイル株式会社 1,469,364情報通信関連
アイ・ティー・エックス株式会社 1,445,583情報通信関連
テレコムサービス株式会社 1,120,114情報通信関連
ダイヤモンドテレコム株式会社 740,243情報通信関連

　

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当事業年度（自  平成22年５月１日  至  平成23年４月30日）

　当社は、単一セグメントであるため、記載を行っておりません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当事業年度（自  平成22年５月１日  至  平成23年４月30日）

　当社は、単一セグメントであるため、記載を行っておりません。　　

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当事業年度（自  平成22年５月１日  至  平成23年４月30日）

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

当事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

　当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。

　　

【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成21年５月１日　至　平成22年４月30日）

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

 該当事項はありません。

(2) 財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

  該当事項はありません。

当事業年度（自　平成22年５月１日　至　平成23年４月30日）

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

 該当事項はありません。

(2) 財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

  該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成21年５月１日
至　平成22年４月30日）

当事業年度
（自　平成22年５月１日
至　平成23年４月30日）

１株当たり純資産額 29,271.59円

１株当たり当期純損失金額 3,485.65円

１株当たり純資産 22,542.21円

１株当たり当期純損失金額 6,781.43円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成21年５月１日
至　平成22年４月30日）

当事業年度
（自　平成22年５月１日
至　平成23年４月30日）

当期純損失（千円） 108,055 219,409

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（千円） 108,055  219,409

期中平均株式数（株） 31,000 32,354

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産                             

建物 217,398 36,820 35,284 218,934120,968 30,389 97,965

         ( 17,196)                

工具、器具及び備品 279,762 25,137 40,476 264,424218,990 21,860 45,434

         (   － )                 

リース資産 － 5,886 － 5,886 294 294 5,591

         (   － )                 

有形固定資産計　 479,811 67,843 75,760 489,244340,252 52,543 148,991

         (17,196)                 

無形固定資産                           

のれん 6,750 － － 6,750 5,550 1,200 1,200

商標権 1,165 － － 1,165     673 116 490

ソフトウェア 70,962 21,465     － 92,427 71,243 7,208 21,183

電話加入権 18,863 4     7,204 11,664 － － 11,664

　 　 　 ( 7,204 ) 　 　 　 　

ソフトウェア仮勘定 12,180　 －     12,180 － － － －

無形固定資産計 109,920 21,469 19,384 112,006 77,468 8,525 34,538

         ( 7,204 )                 

長期前払費用 66,148 9,968 2,915 73,201 58,743 5,367 14,457

　 　 　 ( 592 ) 　 　 　 　

繰延資産                          

　社債発行費 11,275 － － 11,275 10,703 792 571

繰延資産計 11,275 － － 11,275 10,703 792 571

　（注）１．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

　　　　２．当期増加額及び当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

 建物 増加額（千円） 資産除去債務の計上による増加　  (取得） 12,504

　 　 ドコモショップ四条河原町店の改装に伴う増加 （改装） 5,293

　 減少額（千円）　 ソフトバンク新宿センタービルの減損損失計上 （減損） 9,510

　 　 イー・ブーム古川橋店の減損損失計上 （減損） 3,603

  イー・ブーム本八幡店の減損損失計上 （改装） 2,171

工具、器具及び備品 増加額（千円） ドコモショップ四条河原町店の改装に伴う増加 （改装） 6,677

　 　 ソフトバンク新宿西口の改装に伴う増加 （改装） 3,621

　 　 大阪本社サーバーの取得による増加  (取得） 3,162

　 　 イー・ブーム吉祥寺店の改装に伴う増加 （改装） 3,007

ソフトウェア 増加額（千円） 会計システムの取得による増加  (取得） 11,600

 　 中古携帯関連システムの取得にとる増加  (取得） 9,720
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【社債明細表】

銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

第５回無担保社債 平成19年8月3日

     200,000

　　

（200,000）

     －　　

（－）
1.530　 なし　 平成22年8月3日　

第６回無担保社債 平成19年8月6日　

    100,000　

　　

（100,000）

    －　　　

（－）
1.530　 なし　 平成22年8月6日　

第７回無担保社債 平成19年8月10日　

     100,000

　　

（100,000）

     －　　

（－）
1.660　 なし　 平成22年8月10日　

第８回無担保社債 平成20年3月26日　

      60,000

　　

（20,000）

      40,000

　　

（20,000）

1.120　 なし　 平成25年3月31日

合計 －
460,000

（420,000）

40,000

（20,000）
－ － －

（注）１．（　）内書きは、１年以内の償還予定額であります。

２．決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
 （千円）

１年超２年以内
 （千円）

２年超３年以内
 （千円）

３年超４年以内
 （千円）

４年超５年以内
 （千円）

20,000 20,000 － － －

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 41,676 130,989 2.92 －

１年以内に返済予定の長期借入金 8,359 － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － 1,236 －　 －　

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － 4,635 － 平成28年１月

その他有利子負債 － － － －

計 50,035 136,860 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

リース債務 1,236 1,236 1,236 927

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 2,471 － － － 2,471

賞与引当金 15,725 14,839  15,725 － 14,839

短期解約返戻引当金 3,387 3,571 3,387 － 3,571

　 

【資産除去債務明細表】

　本明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されているため、資産

除去債務明細表の記載を省略しております。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 3,238

預金     

当座預金 26,368

普通預金 134,273

郵便貯金 1,198

小計 161,840

合計 165,078

②　売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

テレコムサービス株式会社 250,112

株式会社ウィルコム 144,128

アイ・ティー・エックス株式会社 131,275

株式会社ダイヤモンドテレコム 54,531

イ・ーモバイル株式会社 14,951

その他 41,397

合計 636,398

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況　　

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

631,597 6,594,1176,589,317 636,398 91.2 35.1

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。
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③　商品

品目 金額（千円）

販売用携帯電話 176,922

販売用ＰＨＳ機器 26,981

販売用中古携帯電話 14,598

販売用部品 3,031

その他 8,307

合計 229,840

④　貯蔵品

品目 金額（千円）

ギフトカード類 1,190

郵便切手・収入印紙 67

その他 134

合計 1,392

⑤　差入保証金

相手先 金額（千円）

株式会社 丸八 72,000

佐藤ふじ子・佐藤則子 45,000

東京建物株式会社 34,532

有限会社ジェイプランズ 32,000

株式会社　志津屋 30,000

その他 333,013

合計 546,545

EDINET提出書類

日本テレホン株式会社(E05481)

有価証券報告書

69/75



⑥　買掛金

相手先 金額（千円）

テレコムサービス株式会社 202,445

株式会社ウィルコム 125,588

アイ・ティー・エックス株式会社 122,663

株式会社ダイヤモンドテレコム 39,607

イー・モバイル株式会社 6,886

その他 6,797

合計 503,988

（３）【その他】

　当事業年度における四半期情報

　

第１四半期　　　

自平成22年５月１日

至平成22年７月31日

第２四半期　　　

自平成22年８月１日

至平成22年10月31日

第３四半期　　　

自平成22年11月１日

至平成23年１月31日

第４四半期　　　

自平成23年２月１日

至平成23年４月30日

売上高　（千円） 1,589,614　 1,539,743　 1,507,327　 1,644,381　

税引前四半期純損失金額(千円） 75,788　 63,748　 50,471　    20,092 　

四半期純損失金額（千円）　　　　　

　　　　　
81,288　 64,747　 51,547　 21,826　　

１株当たり四半期純損失金額

（円）　　　　　　　　　　
2,622.21　 2,088.62　 1,544.06　 640.25　　

　（注） 平成22年11月22日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式総数が3,090株増加し、34,090株となっ　　

ております。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ５月１日から４月30日まで

定時株主総会 毎年７月

基準日 ４月30日

剰余金の配当の基準日
10月31日

４月30日

１単元の株式数 －

単元未満株式の買取り  

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.n-tel.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第22期）（自 平成21年５月１日 至 平成22年４月30日）平成22年７月30日近畿財務局長に提出。

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成22年７月30日近畿財務局長に提出。

(3) 四半期報告書及び確認書

第23期第１四半期（自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日）平成22年９月14日近畿財務局長に提出。

第23期第２四半期（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日）平成22年12月15日近畿財務局長に提出。

第23期第３四半期（自 平成22年11月１日 至 平成23年１月31日）平成23年３月15日近畿財務局長に提出。

(4）臨時報告書

平成22年８月２日近畿財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会に

おける議決権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成22年９月７日近畿財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成22年12月８日近畿財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成23年６月７日近畿財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成23年６月17日近畿財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４（監査公認

会計士等の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

    

   平成22年７月29日

日本テレホン株式会社    

取締役会御中　  

 有限責任監査法人　ト ー マ ツ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中山　紀昭　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 千﨑　育利　　　印

     

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日本テレホン株式会社の平成21年５月１日から平成22年４月30日までの第22期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本テレホン

株式会社の平成22年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本テレホン株式会社の平成22年

４月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を

作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。

また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、日本テレホン株式会社が平成22年４月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

    

   平成23年７月27日

日本テレホン株式会社    

取締役会御中　  

 有限責任監査法人　ト ー マ ツ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　美樹　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 千﨑　育利　　　印

     

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日本テレホン株式会社の平成22年５月１日から平成23年４月30日までの第23期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本テレホン

株式会社の平成23年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本テレホン株式会社の平成23年

４月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を

作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。

また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、日本テレホン株式会社が平成23年４月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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